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１．はじめに（総括） 
 

TIA-nano から TIA へ  

東京大学が 2016 年 4 月より 5 番目の中核機関として参画した。これにより、これまで、「ナノテクノロジー」と

「つくば」をキーワードに拠点活動を推進してきたが、拡大するイノベーションの対象分野および、つくばから柏（千

葉県）、本郷・駒場（東京都）へと伸張するイノベーションアリーナの方向性を考慮して、TIA-nano つくばイノ

ベーションアリーナナノテクノロジーナノテクノロジー拠点から、TIA（ティー・アイ・エーもしくはティア）へとブランドを刷

新することとし、これに併せて規約を改正して組織体と運営最高会議等の会議各々について今後の活動に即し

た枠組みを制定した。 

 

意思決定と執行の連携円滑化 

意思決定においては、運営最高会議の四半期毎開催を定例化し、運営諮問会議も産業界からの新たな取

り組みへの意見交換を行う場として積極的に位置づけた。機動的対応が必要な案件については、運営最高会

議構成員を代理する各機関担当理事による臨時の会合を持つなど、迅速な経営判断を仰ぐ体制とした。さらに、

名誉顧問・顧問を拡充し、運営と研究の方向性について幅広い助言を得る体制を構築すべく検討を行った。次

年度以降、TIA の運営とオープンイノベーション推進のための研究のあり方等について指導を受けることとする。 

執行では、事務局内に「連携企画」、「広報」を担当する常設チームを設け、中核 5 機関によるスタッフにより

毎週の定常的な会合を開催して企画・調整、情報の共有を行うとともに、運営にかかる各種業務について効率

的に遂行した。さらに、つくば駅前オフィス（つくばイノベーションプラザ（以下 TIP）内）および柏の葉キャンパス

駅前オフィス（東京大学柏の葉フューチャーセンター（以下東大フューチャーセンター）内）に常駐事務局を整

備し、広報関連の活動を中心とする巡航体制へ移行した。とりわけ、従来は TIA 連携棟で開催していた各種会

議についても大多数を常駐事務局に移行し、TIA 連携の新たな中心を形成した。 

 

新たな連携の拡大 

新たな連携の仕組みとして、中核 5 機関の研究者に広く呼び掛けて相互に新たな連携を形成して、共同で

新規研究のフィージビリティスタディを遂行する TIA 連携プログラム探索推進事業「かけはし」を稼働させた。バイオ、

計算科学、IoT等の新たな領域に拡大したテーマを含む39件を採択し、各々は研究交流のためのシンポジウム、

学会活動の一環としてのポスター交流会などを積極的に実施している。さらに一部は外部資金の獲得に成功し、

研究プロジェクトとして次のステージへ移行しつつある。次年度はさらに連携が容易になるよう仕組みを改め、開始

を早める引き続き実施する。 
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G7 科技大臣会合への協力を通じて、つくば市、茨城県、TGI との連携が格段に強化された。さらに、

Nanotech CUPAL の本格稼動を契機として、全国の大学との連携、企業との連携が進み、人材育成のオール

ジャパン体制がさらに拡充された。 

 

オープンイノベーションの連携体制（プラットフォーム、MG 活動）の進展 

拠点活用プロジェクトとして新たに 5 件（ナノエレクトロニクス MG 4 件、パワーエレクトロニクス MG 1 件）を

認定した。 

各 MG においても、その取り組みに大きな進展があった。パワエレにおいては、昨年度認定の技術開発コンソー

シアム「つくば応用超電導コンステレーションズ Applied Superconductivity Constellations of Tsukuba

（ASCOT)」の活動が順調に進展し、MEMS においても、試作評価ラインの共用施設としての企業等の外部利

用が順調に実績を伸ばしている。光・量子計測では、パイロット研究のための外部資金導入や活発な外部との

情報交流を進めた。 

プラットフォームの基盤機能である大型設備、先端計測機器等の共用施設については担当する中核 4 機関

の連携をさらに強化し、ワンストップ的な体制を構築し、ユーザニーズの把握に注力した結果、これを利便性向上

につなげた。利用件数は大幅な伸びを示した。こうしたオープンイノベーション推進体制の刷新に加え、新たな領

域の検討も進めており、第 1 期でタスクフォースによる検討が始まっていたナノバイオ領域については実現に向けた

動きが加速している。 

 

本報告書では、以下に第 2 章 意思決定・執行の状況、第 3 章 マネージメントグループの活動状況について

各々詳細に報告する。また第 4 章 モニタリング指標では、今年度の研究費等の実績および参考として第 1 期の

実績について示す。 
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２．意思決定・執行の状況 
 

 TIA の運営体制では、意思決定、運営諮問のために各々運営最高会議、運営諮問会議にておよび事務局の

取組みについて以下のとおり報告する。 

 
２．１ 運営最高会議・運営諮問会議 

（１）運営最高会議 

TIA-nanoからTIAへ名称を変更し、これに伴い規約を変更して組織と運営最高会議について新たに規定

した。名称は TIA-nano 運営最高会議から TIA 運営最高会議に変更したことで、今年度から開催回数を改

めることとした。中核 5 機関各々の担当役員による四半期毎の開催を常態化して、連携の拡大等の経営判

断について迅速な意思決定を行う体制を確立した。 

 

· 第１回運営最高会議 （2016 年 4 月 1 日、書面審議） 

 TIA-nano 運営最高会議の会費等に関する内規の一部改正について 

 TIA 連携プログラム探索推進事業基本要領の制定について 

· 第 2 回運営最高会議（2016 年 7 月 28 日） 

 平成 27 年度決算、会計監査報告及び平成 28 年度予算計画について 

 TIA 連携プログラム探索推進事業「かけはし」採択テーマについて 

 つくば国際戦略総合特区の継続への対応について 

· 第 3 回運営最高会議（2016 年 7 月 26 日） 

 拠点活用プロジェクト等の認定について 

 TIA 連携プログラム 探索推進事業「かけはし」について 

※第 8 回 TIA シンポジウムが同日午後開催 

· 第 4 回運営最高会議（2016 年 12 月 6 日） 

 TIA 連携プログラム探索推進事業基本要領の一部改正について 

 TIA 運営最高会議 名誉顧問・顧問について 

· 第 5 回運営最高会議（2017 年 3 月 2 日） 

 2016 年度 TIA 事業報告書（案）について 

 平成 29 年度 TIA について 

 監査役の選任について 
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 マネージメントグループの委員等の再任について 

 平成 28 年度予算計画（案）について 

  

（２）運営諮問会議 

運営最高会議と同じく TIA 運営諮問会議としたことで、開催回数を改めることとした。産業界のステークホル

ダー、行政各機関の代表からなる諮問体制は強化された。今年度は 1 回のみの開催であったが、東京大学本

部での初の開催により、東大が参画し拡大した TIA について諮問会議構成員へアピールすることができた。さら

に東大参画により拡大した研究について口頭及び資料での報告を諮問会議としては初めて行い、産業界から

の要望、意見を聴取した。 

 

· 第 1 回運営諮問会議 （2015 年 9 月 1 日） 

 2015 年度 TIA-nano 事業報告書について 

 TIA 連携プログラム探索推進事業「かけはし」について 

 TIA の新たな取り組み（研究紹介） 

 平成 28 年度プロジェクト採択状況 

 

（３）運営最高会議構成員等によるその他の会議 

G7 科学技術大臣会合の準備として開催された SOM（Senior officer meeting）のメンバーと中核機

関担当理事による意見交換をつくば市、茨城県を交えて行った。 
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２．２ 事務局機能 

東京大学が加入して事務局スタッフが充実した。事務局機能の「連携企画」および「広報」を担当する常設チ

ームの体制と取り組みを強化した。国際連携についても海外からの人材育成の新たなプロジェクトをスタートさせ、

さらに、つくば駅前に加えて新たな拠点として柏の葉キャンパス駅前の整備を行った。 

 

（１）連携企画 

東京大学の参画に伴う新たな連携推進や事務局機能の強化、ワンストップ化の推進等に向けて、中核 5

機関より連携企画チームメンバーを選定し、週 1 回程度の合同会議を行った。平成 28 年度は約 40 回、つく

ば駅前（TIP）、柏の葉キャンパス駅前（東大フューチャーセンター）、産総研 TIA 連携棟にて開催した。 

 

 １）新たな連携推進 

中核５機関に所属する研究者の連携活動を促進させるため、連携共同研究、共同事業などを立ち上げの

初期段階を想定した調査研究を支援する TIA 連携プログラム探索推進事業「かけはし」について企画し、本

年度よりスタートさせた（3.1 連携推進事業「かけはし」で詳述）。 

茨城県、つくば市と連携して「G7 科学技術大臣会合」の支援を図った。さらに、国際戦略総合特区の継続

についても協力する内容を検討し、つくば市、茨城県との連携も新たな段階を迎えた。 

 

２）事務局機能の強化 

事務局機能を強化するため、ワークショップ・研究会支援、MG 支援、つくば駅前の TIP オフィスと柏の葉キャ

ンパス駅前の東大フューチャーセンターオフィスの立ち上げ、TIA 案内板の改訂などを進めた。 

 

３）プロジェクト等企画のワンストップ化の推進 

TIA ホームページにて、かけはし事業の各調査研究実施テーマに関する情報の公開、研究会、シンポジウム

などの関連イベント情報の周知などを進めた。TIA の 5 機関の知財担当者による、共同研究契約の共通的な

雛型に関する議論を進めた。 

 

４）外部機関との連携強化 

平成 23 年 12 月に指定された、つくば国際戦略総合特区について、平成 29 年度以降の継続申請に協

力した。次年度以降も引き続き特区推進の支援を行う。科学技術振興機構 CRDS が実施する俯瞰調査に

関する情報交換の実施および、NEDO・JST による研究開発公募事業説明会について実施した。 
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５）広報チームとの連携 

第 7、８回 TIA シンポジウム内容の企画立案を行い、広報チームと連携して、シンポジウムの開催を支援。 

 

（２）広報 

東京大学が第５の中核機関として加わり、TIA-nano から TIA へと名称及びロゴが変更された。また、研究

領域もこれまでのナノテクノロジーを土台としながらも、新たな領域としてバイオ、計算科学、IoT 等へと拡大する

とともに、TIA 連携プログラム探索推進事業「かけはし」を開始し、新生 TIA としてのスタートを切った。 

従来、TIA-nano として培われてきたブランド力を、この新たな取組みを本格化させることによって一層増大さ

せる必要があり、今年度の広報活動としては、「ブランド価値（実績・信用形成および将来期待を総計した価

値の創出）を効果的に増大させる」ことに貢献する活動を中心に取り組みを進めた。 

また、事務局内における広報チームの体制を充実させ、年間40数回の会議開催を通してその取り組みを強

化するとともに、連携企画チーム（企画・提案、調整と調査・マーケティングを担当）と密接に連携し、各種イ

ベント内容の詳細化等を行ってきた。 

 

１）情報発信力の強化・拡充 

①TIA Facebook の開設 

新しい広報ツールとして、代表的な SNS である Facebook を取り上げ、開設検討を行った。その結果、

１月６日に以下のようなページを開設するとともに、その後 TIA 関連の情報を継続的に発信することによ

り知名度の向上を図ることができた。（URL は、https://www.facebook.com/TIA.news/） 

Facebook のホームページ 

 

https://www.facebook.com/TIA.news/
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②TIA メールニュースの発信開始 

情報発信力強化の一環としての TIA メールニュース（＝メルマガ）を 1 月 11 日に配信（概要は以

下）を開始し、フェースブックの開設案内やナノテク展、各種セミナー等の情報を積極的に発信している。 

メールニュース発刊のお知らせ 

◆◇◆・・…━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

        ＴＩＡ ニュース 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━【 2017.01.11 号 】…・・◆◇◆ 

オープンイノベーション拠点 TIA は、2017 年 1 月よりメールニュースを発刊します。 

不定期ですが、関連イベントなどの情報をお届けします。 

TIA 公式 HP(https://www.tia-nano.jp)Facebook(https://www.facebook.com/TIA.news/) 

とともにご活用ください。 

 

③ホームページの改訂 

TIA に関する情報を分かりやすく、タイムリーに発信できるようホームページ改訂を適宜実施し、今年度

作成したポスターを一同に会した「ポスターギャラリー」を開設し、視覚的な訴求力の向上を図った。 

新しい TIAWeb サイト フロントページ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④リーフレットの作成及びパンフレットの改訂 

・G7 科学技術大臣会合にターゲットを合わせたリーフレットを作成した。 

https://www.facebook.com/TIA.news/
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・第８回 TIA シンポジウムに向けてパンフレットの改訂を実施した。 

⑤ファイルサーバーの構築 

・TIA 事務局内の情報共有を促進するとともに、つくば駅前オフィスの活性化を目指して、外部のファイル

サーバーを利用したシステムを構築する等システム基盤の強化を図った。 

⑥メールフッターの活用 

・TIA 関係者のメールフッターにシンポ開催案内等を付加して、集客力の向上を図った。 

⑦TIA 広報ビデオ 

・今年度初めに中核５機関の協力により作成した TIA の広報用ビデオを、シンポジウムやナノテク展等

のイベントで活用した。 

⑧新広告媒体の発掘 

・TX（つくばエクスプレス）のつくば駅構内にシンポの案内ポスターを展示した。 

・つくば市庁舎における一般向け TIA ポスター展示会を開催した。（11 月 12 日～12 月 11 日） 

市庁舎における展示 

 

 

 

 

 

 

 

 

２）取組みの成果の周知および情報交流 

①第７回 TIA シンポジウム 

今年度から新たに取り組んだ TIA 連携プログラム探索推進事業「かけはし」の内容紹介を行う第７回

TIA シンポジウムをつくば国際会議場にて開催した。 

本シンポジウムは、講演会とポスターセッションから構成され、多数の方々に参加いただいた。講演会では、

今回「かけはし」事業に採択された代表的な研究プロジェクトが紹介され出席者の注目を集めるとともに、ポ

スターセッションでは、参加者と研究者との間で活発な質疑応答が行われた。 

全体を通して、各機関の連携の重要性を認識するとともに、本取り組みの今後の在り方や可能性に対す

る貴重な意見交換の場となった。 
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           講演模様 1                        講演模様 2 
 

 

 

 

 

 

 

②第８回 TIA シンポジウム 

本シンポジウム ー新たなる領域へー は、東京大学の参加により拡大した TIAの活動をより広く周知する

とともに新たな取り組み「かけはし」をアピールすることを目的として開催された。東京都内イイノホールを会場

とし、講演会とポスターセッションからなるプログラムにより、行政を含め幅広い分野から多数の参加を得た。 

産学官の研究開発、企画、行政関係者等の広範な意見の交流・交換の場となるとともに、今後の TIA

運営への貴重な意見を得た。 

          講演模様                      ポスターセッション開催模様 

 
③naotech2017 

産総研、物質材料研究機構と連携して大型の「つくば連携」のエリアを会場の好位置に確保し、名称や

ロゴを変更した新生 TIA をアピールした。また、３次元展示物を多数出展するとともに、TIA 連携プログラム

探索推進事業「かけはし」を全面に出したブース展示を行い、来場者の関心を集めた。さらに、企業幹部、

府省幹部や海外からの来訪者など多数の視察に対応し、TIA のプレゼンス向上が図られた。 

また、本展へのイベント出展については、主催者提供の交流システム（ビジネスマッチングシステム）を積

極的に活用して研究協力の契機を拡大し、TIA の知名度向上、活動内容の周知を図った。 
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＜TIA が主催もしくは主体的に関わったイベント＞ 

2016 年 7 月 22 日 
第 7 回 TIA シンポジウム  ー新たなる連携の「かけはし」ー つくば国際会議場 

2016 年 7 月 28 日～ 

9 月 9 日 
TIA 連携大学院サマー・オープン・フェスティバル 

筑波 大学 、産 総研  

TIA 連携棟  他 

2016 年 10 月 11 日 第８ 回 TIA シンポジウム  ー新たなる領域へー 
イイノホール 

2017 年 2 月15 日～17日 
nano tech 2017 国際ナノテクノロジー総合展・技術会議 東京ビッグサイト 

 

＜TIA に関連するイベント＞ 
2016 年 8 月～ 

2017 年 2 月 
「かけはし」シンポジウム、ワークショップ、研究会等 計２０回 

つくば各所及び 

都内 

2017 年 2 月 1 日及び 

2016 年 6 月 22 日 
ナノ材料科学環境拠点（GREEN）シンポジウム 計 2 回 

学術総合センター 

及び NIMS 並木地区 

2016 年 12 月 13 日 第 29 回国際超電導シンポジウム（ISS2016） 東京国際フォーラム 

2016 年 11 月 12 日～ 

12 月 11 日 
つくば市庁舎 TIA ポスター展示 つくば市庁舎 

2016 年 12 月 1 日 電子顕微鏡ステーション ユーザーズミーティング NIMS 千現地区 

2016 年 11 月 15 日 薄膜実践セミナーⅡ 産総研つくば中央 

2016 年 11 月 14 日 第 3 回超伝導センサと検出器国際会議/第 5 回 CRAVITY シンポジウム 産総研つくば中央 

2016 年 11 月 10 日 第 2 回光・量子計測シンポジウム つくば国際会議場 

2016 年 11 月 1 日 第 9 回光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点シンポジウム 秋葉原 ダイビル 

2016 年 10 月 19、14 日 

及び 7 月 23 日 
T-CReDO 計 3 回 

筑波大学医学地区 

及び東京キャンパス 

2016 年 9 月 29 日 SIP-IMASM 第 2 回内閣府革新的構造材料 先端計測拠点国際会議 産総研つくば中央 

2016 年 9 月 5 日 第 1 回放射光設備利用講習会 NIMS 千現地区 

2016 年 6 月 17 日 第 1 回つくば-柏-本郷イノベーションコリドー・ナノバイオパネル 
東京大学 

本郷キャンパス 

2016 年 5 月 14 日～ 

5 月 21 日 
G７茨城・つくば科学技術大臣会合特別展 つくば国際会議場 
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（３）国際連携 

 国際的な産学官金連携を推進するため JST、JSPS などの国際研究協力関連予算制度を活用して、連

携案件の具体化を図る。INC、ANF など国際会議、国際連携ネットワークを活用して、国際的な研究連携の

情報交換を進める。共用施設の海外利用について、これまでに整備された運用体制を改善しながら利用促進

を図る。今年度の主な活動成果は以下のとおり。 

 

１）INC12 

INC(International Nanotechnology Conference on Communication and Cooperation)

は、日米欧3地域のナノテクノロジー政策立案者、研究者、企業のキーパーソンが集まり、ナノテクノロジーの

最新動向･将来の方向について議論し、国際協力・研究交流を推進する国際会議である。INC は、日米

欧の持ち回りで年１回開催されてきており、INC12 はベルギー、ルーベン、IMEC で開催された。参加者は

105 名、日本からは、産総研、物材機構や大学、産業界から 16 名の参加があった。日本からの講演者は

以下の 6 名（講演順）であった。 

・曽根純一氏（JST）「Reginal Update on Science and Technology Program in Japan」 

・最上徹氏（PETRA）「Challenges for Nanotechnology R&D in Japan Industry」 

・山岡雅直氏（日立製作所）「A New-paradigm: Ising Computing Solving Combinatorial 

Optimization Problems for IoT」 

・伊藤聡氏（JST）「Overview of Materials Research by Information Integration Initiative: 

MI2I」 

・笠原博徳氏(早稲田大)「OSCAR Automatic Paralleling and Power Reducing Compiler for 

Multicores」 

・瀬川耕司氏（京都産業大）「Experimental Research on Topological Insulators」 

------------------------------------------------ 

１．会議名称：The 12th International Nanotechnology Conference on Communication 

and Cooperation (INC12) 

２．開催期間：2016 年 5 月 10 日（火）～12 日（木） 

３．開催場所：IMEC、Leuven、Bergium 

４．参加者数：105 名 

５．参画機関： 

日本: 物質・材料研究機構(NIMS) 、産業技術総合研究所(AIST)、一般社団法人電子情報技
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術産業協会(JEITA)、総合科学技術・イノベーション会議/内閣府 

米国: NIST, NSF, DOD,AFOSR,IRDS 

欧州: European Commission, Fraunhofer, ANEAS, IMEC, CEA 

６．Website： http://incnano.org/ 

次回（INC13）は、2017 年 5 月に米国インディアナポリスで開催予定。 

 

２）さくらサイエンスプラン 

JST さくらサイエンスプラン事業の支援により、タイ王国の国立研究所 NANOTEC の若手研究者 5 名を

招聘し、産総研の TIA 共用施設においてナノテク微細加工技術に関する技術研修を行った。本研修を通

じて、NANOTEC と TIA の間の研究ネットワーク構築・発展、若手研究者の研究スキル高度化など、国際

交流への貢献が期待される。 

本プログラムに参加した若手研究者に対して、TIA 共用施設のナノプロセシング施設（NPF）において、

マイクロ流路デバイス作製技術に関する講義及び実験実習を実施するとともに、TIA 共用施設の集積マイ

クロシステムセンター（MEMS センター）において、カンチレバー型 MEMS デバイス作製技術に関する講義

及び実験実習を実施した。ナノテク微細加工に関わる設計・製造・評価の技術研修を通じて、具体的に若

手研究者の研究スキルアップを図ることができた。また、将来の研究協力構築につながるイベントとして、若

手研究者の最新研究活動をセミナー形式で紹介してもらい、産総研の研究者と意見交換を行った。 

 

３）Asia Nano Forum 

Asia Nano Forum (ANF) は、アジア地域おける Nanotechnology に関する技術交流ネットワーク

組織として、2004 年に設立された。現在はシンガポールに事務局を置いて活動を行っており、

Nanotechnology に関して、社会、教育、環境、経済などの観点から、研究開発活動を推進することを

目的としている。現在のメンバー国は、日本、韓国、マレーシア、香港、シンガポール、台湾、タイ、ニュージー

ランド、イラン及びオーストリアの10カ国・地域で、日本からは、AIST、NIMS、JSTの3研究機関が参加し

ている（2016年度よりJSTが正式のメンバーとなった）。標準化、ビジネス、教育、Nanosafety、インフラ

の 5 ワーキンググループ（WG）が活動している。年に 1 回、総会である ANF Summit を開催して、ナノテ

クノロジーに関する各国の最新動向について、情報交換を行うとともに、各 WG の活動報告を行っている。

今年度は、2016 年 7 月 13-15 日に、韓国一山の Kintex における NanoKorea2016 の会場にて開

催された。また、Summit を補完する意味で、ANF Ex-Co Meeting を日本で毎年 Nanotech 展に合わ

せて開催しており、今年度は、2017 年 2 月 16 日に開催された。また、年に３～４回程度 Skype 等を
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用いたテレカンファレンスを開催している。今年度は、2016 年 5 月 24 日、9 月 28 日、2017 年 1 月 19

日に開催された。 

 

（４）常駐事務局 

TIA の連携活動の拠点として、平成 28 年度よりつくば地区及び柏の葉キャンパス地区に以下のとおりオフィ

スを設置した。 

１）つくば駅前オフィス 

茨城県つくば市吾妻一丁目 10 番の１  

つくばイノベーションプラザ内 

4月13日（水）にオフィスとして必要な家具什器、事務機

器等の整備を終え、以降つくば 4 機関の TIA 推進部局の担

当者（広報チームメンバーが主体）を配置し、業務を実施

（TIP 会議室の利用を含む）。 

 

２）柏の葉キャンパス駅前オフィス 

千葉県柏市若柴 178 番地 4 柏の葉キャン パス 148 街

区 4 

東京大学柏の葉キャンパス駅前サテライト 207 号室 

柏の葉キャンパス駅前オフィスについては、当面は会議、シン

ポジウム等の会場としてスペースの提供を行うこととし、つくば-柏

-本郷イノベーションコリドー推進室の下で TIA 対応について検

討する。 

 

3）具体的な活動・実績等 

立ち上げ業務 

・オフィス環境整備-電話、FAX、ネットワーク及び PC の設定、各種事務用品の準備 

・TIA 関連のパンフレット、リーフレット他の広報資材の準備 

・業務内容の検討、業務引き継ぎ手順の確立、業務日誌の準備 

・「TIA」のプレートや案内板、関連ポスター等の作成、設置 
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常駐体制の確立 

曜日毎に担当機関を決定し、担当者が常駐するシフトを決定した。各機関内で調整がつかない場合は個

別に調整し担当順を決定する。ただし、TIA に関連するイベント等がある場合に限り常駐体制は取らない。 

・来客、問い合わせに備えるための「来客シート」の作成、設置 

・DB 一覧表の作成、設置 

・問い合せ一覧表の作成、設置 

・各機関への交通案内、地図、バスの時刻表等の作成、設置（適宜） 

・各種会議の開催 

広報チーム会議については、オフィス開設以後は原則、つくばもしくは柏の葉キャンパスでの開催とし、連携

企画チーム会議についてはTIA連携棟を含めた3か所で開催場所をバランスしている。チーム会議の他にも、

「かけはし」の審査会の開催など積極的に駅前オフィスの活用を図っている。なお、状況に応じて、つくば駅前と

柏の葉キャンパスとの 2 地点をインターネット電話で結んでの会議も実施した。 
 
 

3. 新たな取り組み 
 

３．１  連携推進事業「かけはし」 
  
（１）事業概要 

TIA中核5機関（産総研、NIMS、筑波大、KEK、東京大）が組織の枠を越えて連携し、新領域を開拓

するための「調査研究」を支援する事業である。TIA 中核 5 機関の連携基盤を強化しつつ、新規領域の開拓

や大型研究資金獲得のための戦略の立案と体制の構築等を行い、「新しい知の創造と産業界への橋渡し」と

いう TIA の使命へ貢献することを目指している。 

あらかじめ分野・領域を従来のナノテクノロジーに限定せず、今後の TIA 活動の柱となりうるナノバイオなどの

新領域の提案を積極的に求めた。さらに、そのような領域の人材育成事業も含めた。 

平成 28 年度は、5 月 11 日締め切りで公募を行い、提案されたテーマ数は 79 件に上った。6 月 2 日に開

催した 2 次審査会において、この中からバイオ、計算科学、ビッグデータ解析などの新領域、融合領域を含む

39 件が採択された。平均すると 1 件あたり 3.5 機関が連携する提案内容となった。なお、平成 29 年度の実

施については、初年度の運営上の課題を整理し、本事業の運営について改善を目指した検討にもとづき基本

要領の改訂を行った。また、開始時期を大幅に早めて 2017 年 2 月より新規募集を開始した。 
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TIA事務局として、WEB掲載やチラシ配布を中心とした広報活動によって研究チームが主催・関係するワー

クショップ、研究会開催をサポートした。さらに、企業連携・事業化を目的とした研究テーマの企業への売り込み

活動を準備している。 

広報活動の一環として、採択課題を中心としてキックオフシンポジウムを第7回TIAシンポジウムとして開催し

た。また、さらなる連携拡大を期待して、第 8 回 TIA シンポジウムにおいても本事業関連した講演、ポスターセッ

ションをプログラムに入れた。最高運営会議議長の指示に基づき、本年度の事業に関する採択課題研究者の

声を拾い上げる運営最高会議構成員等との意見交換会を開催した。 
  
（２）主な成果 

本事業により、従来、組織内外では表立っていなかった中核 5 機関内で進行していた研究者同士の繋がり

による連携研究を顕在化させた。また、研究者単独では、遂行が困難な萌芽的研究のアイデアびついて積極

的な連携形成等を通じて研究体制構築を実現することもできた。 
 

１）連携・交流の推進（WS、研究会等の開催） 

連携した中核機関内での打ち合わせの範囲を超えて、連携・交流の推進、連携拡大を目的としたワーク

ショップ、研究会の開催が活発になった。H28 年度 6 月～3 月までの間に 27 件に上るワークショップ・研究

会が開催された。 
 

２）プロジェクト化、外部資金の獲得 

本事業採択後に申請し、JST-CREST に採択された研究課題もあり、NEDO、JST などの競争的資金

への申請の契機になっている。 
 

かけはし採択 関連講演一覧 
開催日時 講演会タイトル 

2016.6.17 第 1 回つくば-柏-本郷イノベーションコリドー・ナノバイオパネル 
「データ駆動科学、バイオロジーへの挑戦」 

2016.7.20 第 1 回 TIA 連携プログラム「強磁場計測とデータ解析技術の融合による 
エネルギーデバイス材料評価システムの確立に向けた基礎調査研究」オープンセミナー  

2016.7.22 第 7 回 TIA シンポジウム－新たなる連携の「かけはし」－ 
2016.8.10 「ダイヤモンド電子デバイス実用化のための調査研究」ワークショップ 
2016.8.26 「メタロ超分子ポリマーの高効率製造法開発」プロジェクト第１回公開講演会 
2016.8.29 放射性物質による汚染土壌等の減容及び再資材化の方向性の検討 
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2016.8.30 ”TIA かけはし”ポスター交流会 
2016.9.12 レクチン利用技術研究会 
2016.9.16 日本粘土学会第 60 回粘土科学討論会 
2016.10.14 TIA かけはし第 2 回ナノバイオ・コンソーシアム討論会 
2016.10.19 IoT ワークショップ「現場における IoT の先端活用事例」 
2016.10.31 白金フリーカーボン触媒ワークショップ 
2016.11.2 ミニシンポ「機能性バイオ：微細藻類と未活用生物資源」 
2016.12.5 第 1 回 FlowST シンポジウム開催 
2016.12.5 第 2 回レクチン利用技術研究会ワークショップ 
2016.12.9 柴﨑一郎先生講演会 

「科学や技術の歴史を創った先輩に学ぶ博士課程リーダー教育の試み」 
2016.12.13 加速器科学が拓く革新的イノベーション 

～半導体 LSI 製造プロセス用 EUV 光源をめざして～ 
2017.1.4 オーダー・ケルビン環境で簡単・便利計測を実現できるか？ 
2017.1.20 KEK 物構研 PF 低速陽電子実験施設陽電子回折研究会 
2017.1.28 ICT 時代の「手術」の進化ワークショップ 

～SAT テクノロジーショーケース受賞者研究課題から広がる世界～  
2017.1.30 第 1 回三次元積層半導体イメージセンサ研究会 
2017.1.30 TIA かけはし「排熱を刈り取る低コスト熱発電素子」研究会 

～量子ビームを用いた熱電変換素子の解析技術～ 
2017.2.27 第３回 TIA かけはしナノバイオ・コンソーシアム討論会 
2017.3.08 ドームを「着る」未来の暮らし 

-TsukubaFutureDomeSymposium(1)Introduction 
2017.3.11 第 3 回レクチン利用技術研究会 ワークショップ 
2017.3.17 TIA かけはし「メディカルデバイスの IoT 化プロジェクトのための調査研究」公開講演会 
2017.3.29 ダイヤモンド電子デバイス実用化のための調査研究第三回ワークショップ 

 
 （３）今後の方向性（課題と対応） 

平成 29 年度も今年同様に、中核 5 機関各々において募集を行う（2 月より募集開始）。また、事業内

容については、本年度と同様に連携・萌芽的な調査けんについての支援を中心に行っていく予定。 

本年度の課題として一つの調査研究課題内で、予算配賦ができない場合が多数発生したことがあった。募

集から審査の過程などを変更することで対応・改善する予定。 
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3.2. ナノバイオタスクフォース 

 

（１）これまでの取り組み（概要） 

つくばにおけるライフサイエンス、バイオ、ナノテクノロジー研究者、技術者を結集し、新たなイノベーションを生み

出すための連携基盤、産学の共創場を構築することを目的として、オープンイノベーション拠点「TIA」及び「つく

ばライフサイエンス推進協議会」の共催による第 1 回ワークショップを 3 月 15 日に開催すべく、事務局において

準備中。 

 このワークショップでは、研究成果の発表にとどまらず、シーズを持ち寄り、これをいかに発展させ、大きなプロ

ジェクトにつなげていくか、そのためのアイデアの交流と討論を行うことを重点とし、研究者等の連携基盤を一層

強固なものとすべく定期的、継続的に開催することを意図している。 

 

（２）成果 

 平成 28 年度においては開催実績なし。事務局において、有識者の意見を聴取しつつ、つくばライフサイエ

ンス推進協議会等との連絡調整を実施。 
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４．マネージメントグループ（MG）の活動状況 
 
 今年度よりワーキンググループから改編したマネージメントグループについて、各々のグループ報告に基づき以下

のとおり報告する。 

 
システム化プラットフォーム 
 
4．１ ナノエレクトロニクス MG 

＜MG 活動概要＞ 

（１）「IoT 技術開発加速のためのオープンイノベーション推進事業」への参加 

産業技術総合研究のエレクトロニクス・製造領域と TIA 推進センターは、NEDO が開始する「IoT 技術開発

加速のためのオープンイノベーション推進事業（平成 28～29 年度）」に参画した。IoT 技術は、今まさに世界

的な競争が激化している分野であり、開発した技術の迅速な実用化が望まれる。本事業では、産学官が連携し

て、IoT デバイス・システムの開発及び試作を行うための設計・製造の基盤となる拠点を、TIA の設備を活用し、

研究環境を整備拠点を形成する。IoT 産業への参入を目指す中小ベンチャー企業や、デバイスを試作するため

の設備を持たない企業、IoT デバイスの基盤的な技術の開発を目指す大学及び公的研究機関のためのオープ

ンイノベーション拠点として機能することで、我が国の IoT 技術開発加速への貢献を目指す。また、本拠点を活

用する次の 6 つの研究開発プロジェクトがスタートする。 

① IoT センシングに向けたマルチスペクトラム赤外イメージングシステムの開発（アイアールスペック株式会社、

京セミ株式会社） 

② ビッグデータ解析のための低消費電力演算チップの開発（ウルトラメモリ株式会社、株式会社 PEZY 

Computing） 

③ IoT ネットワークインターフェースデバイス製造技術の開発（日本電信電話株式会社、NTT エレクトロニクス

株式会社） 

④ 燃焼式水素ガスセンサーチップの開発（株式会社ピュアロンジャパン） 

⑤ プラズモニックセンサー及び IoT デバイスを用いたセンシングシステムの開発（キッコーマン株式会社） 

⑥ 高効率な極小 RFID タグの開発による省電力化の実現（株式会社エスケーエレクトロニクス） 

 この 6 つのプロジェクトでは、TIA の既存共用施設と、本事業で整備する施設を最大限に活用して、低消費

電力性・小型・セキュア性・超並列性等の特徴を持った IoT デバイスの研究開発を行う。 
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IoT 技術の研究開発のためのオープンイノベーション拠点のイメージ 

 

ナノエレクトロニクス MG としては、本プロジェクト後の展開も含めて関わりをさらに強くしていく予定である。 

 

（２）ナノエレクトロニクス SG の設置 

日本の半導体業界の再編に伴い TIA ナノエレクトロニクス研究領域の関係企業や共用施設利用団体の様

相も変化してきた。改めて共用施設利用者や関係者の声を吸い上げ、議論する場として Stakeholder Group

（SG）を設置した。委員には、関連プロジェクトメンバー、半導体製造メーカ・総合電機メーカのみならず関係の

深い大学にも参加いただいている。 

 

（３）ナノエレクトロニクス MG の活動活性化 

TIA は、新事業の「かけはし」等を通じてナノエレクトロニクス中心から、バイオ、ビッグデータなどの新領域へ関連

分野を広げている。しかし、ナノエレクトロニクスは、新領域においてもその基礎を形成する重要な分野であり、活

動中のプロジェクトの更なる展開のみならず、5 機関を中心とした未来を担う若手研究者・技術者の育成がその

重要さをましている。MG 活動の活性化に向けて、本 MG の支援による若手研究者・技術者の交流の場形成を

「かけはし」とともに形成することを議論中。 

 

（４）プロジェクトの動向 

SCR では、NEDO 事業“IoT 推進のための横断技術開発プロジェクト”に革新的基盤技術の開発として委託
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された“高速大容量ストレージデバイス・システムの研究開発”（委託先 東芝他）が、超格子型相変化メモリ

技術とグラフェン配線技術の２テーマについて、試作も含めて開始された。超格子型相変化メモリ技術では、新

規マスクセットを導入し、SCR の露光・加工性能を生かした微細メモリ特性の評価を可能とした。またグラフェン配

線技術では新たな方式を用いたグラフェン成膜技術の基礎検討が行われ、本年度のプロジェクト目標を達成する

ことができた。  

100 万 LUT 規模原子スイッチ FPGA の開発成果として、平成２８年度は、産総研スーパークリーンルーム

（SCR）を活用し、製造ウエハ低欠陥密度化技術の開発および 28nm 原子スイッチの開発を実施し、実用化

を達成した。低欠陥密度化開発においては、開発当初 41 個/inch2 であった欠陥密度を 9 個/inch2 に低減

し、また、28nm 原子スイッチの開発では、銅の電極面積を 28nm 世代相当のローカル配線幅（50nm）まで

縮小させた小規模デバイスを作成してスイッチ動作を確認し、ともに目標を達成した。 

文科省のイノベーションシステム整備事業である先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラムにより委

託された「光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点」 (Vertically Integrated Center for Technologies 

of Optical Routing toward Ideal Energy Savings : VICTORIES )は、10 年の拠点設置期間の内 9

年目を迎えた。「超大容量」、「超低エネルギー」、「超低遅延」なダイナミック光パスネットワークの創出を目指して、

実際の運用環境に近い試験プラットフォーム（テストベッド）を東京構築する一方、各要素技術の規格化およ

び高性能化を推進した。 

超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発では、光・電子集積回 路をシステム化して電子

機器の電気配線を光化することで高性能化にともない増 大する機器の消費電力を大幅に削減（サーバで 3

割減）することを目標としている。本年度は、(1)5mm 角サイズ光 I/O コアの-40～85 ℃での 25 Gbps 安

定動作を確 認した。(2) 400 G (25 Gbps x 16 ch)動作用 MZ 変調器と導波路型 PD の 25 Gbps 動作

を実証し、さらにWDM集積素子の実現に向けたWDMフィルタ回路の偏波無依存動作と温度安定な量子ドッ

ト DFB レーザによる 85 ℃における省電力動作に成功した。 (3) 次世代パッシブ光ネットワーク送受信器に用

いる超小型波長フィルタで、世界最高レベルとなる挿入損失 1.2 dB、波長間クロストーク -16 dB の合分波動

作を実現した。 (4)125 μm ピッチ＆24 芯の高密度ファイバリボンに対応した小型光コネクタ実装の実現にめど

つけることができた。 

次世代スマートデバイス開発プロジェクトの車載用障害物センシングデバイスの開発では、前年度から引き続き、

シリコン貫通電極の研究開発製造ラインの整備、および今後の車載センサデバイスへのシリコン貫通電極の作製

への基礎実験を行が行われた。 

(株)先端ナノプロセス基盤開発センター（EIDEC）が SCR 利用を中心に行う超先端材料超高速開発基

盤技術プロジェクトでは、先端ナノ計測評価技術開発／ナノ物質計測技術開発・ナノ欠陥検査用計測標準開
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発を目指して、液中ナノ粒子計測研究、メタル系レジストや DSA(誘導自己組織化)材料を用いたナノパターニ

ング材料研究、レジストアウトガス評価、ナノ欠陥検査技術研究を行っていく。 

 

＜MG 等開催状況＞ 

 平成 28 年度第 1 回ナノエレクトロニクス MG 会議（2016 年 11 月 7 日 産総研） 

ナノエレクトロニクス SG の設置とメンバー選出について議論 

 

 平成 28 年度第 2 回ナノエレクトロニクス MG 会議（2017 年 2 月 20 日 東京大学伊藤国際学術研

究センター） 

TIA ナノエレクトロニクス MG 活動の活性化について議論 

 

 平成 28 年度第１回ナノエレクトロニクス SG 会議（2017 年 2 月 20 日 東京大学伊藤国際学術研

究センター） 

TIA ナノエレクトロニクス SG 設置と活動方針、関連主要プロジェクト概況、ロードマップ 

 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

IoT 推進のための横断技術開発プロジェクト/高速大容量ストレージデバイス・システムの研究開発 

本プロジェクトでは、モバイル機器やセンサ等から収集した膨大な情報を蓄積し効率的に処理するために、デー

タの移動を最小限にしデータの近傍で演算を行えるエッジコンピューティングに適した、高速で大容量のストレージ

デバイス及びシステムに関する基盤技術の開発を目的としている。これらの技術は横断的基盤技術としてデータ

センターと有機的に結合させることで IoT サービスに関わる多様な応用分野で活用できる。プロジェクトの初年度

となる平成 18 年度は、産総研スーパークリーンルーム(SCR)を活用し、IoT システムに適した革新的不揮発性

メモリ技術である超格子型相変化メモリ技術とグラフェン配線技術の２テーマについて試作開発を進めた。超格

子型相変化メモリ技術では SCR で使用する露光用マスクセットを新たに設計・作成し 300mm ウェハの試作を

行う事で、微細な領域におけるメモリ特性の評価を可能にした。またグラフェン配線技術では新たな方式を用いた

グラフェン成膜技術の基礎検討を行った。以上の研究により、本プロジェクトの今年度の目標を全て達成すること

ができた。 
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超先端材料超高速開発基盤技術プロジェクト／先端ナノ計測評価技術開発／ナノ物質計測技術
開発・ナノ欠陥検査用計測標準開発 
 

１）液中ナノ粒子計測  nano-Particle Metrology 

フッ素樹脂パーツからの発塵評価手法の確立を目的として、液中に存在する低屈折率材料であるフッ素

樹脂粒子の流れ場計測における高感度検出を実現するための検査標準溶液の選定・決定を行う。 

ナノ材料製造領域における目的外粒子計測評価法を新規に開発する。流速をもって流動する液体の

液中環境として定義される「流れ場」における粒子追跡評価法（Flow Particle Tracking （FPT) 

法）の課題抽出・技術確立を行い、「流れ場」で粒子径評価/粒子数評価/異なる材質の識別評価を同

時計測可能とする手法、並びに「流れ場」で高感度に粒子を検出するプロセス的な手法を確立する。(産総

研共同) 

２）ナノパターニング材料（レジスト） Resist 

従来の化学増幅レジストに代わる新規コンセプトに基づくメタル系レジスト材料を対象とした計測技術の

評価・検証を主に行う。材料開発期間の短縮にとって必要な高精度計測手法の構築を目指す。 

３）ナノパターニング材料（アウトガス） Resist Outgassing   

HPEUV 照射装置（High Power EUV Irradiation Tool）に、次世代レジストのアウトガス評価に

対応したアウトガス評価機構を試作・導入し、コンタミネーション形成に影響を与える各種評価条件及びそ

の影響度を検証し、次世代レジスト向け高精度アウトガス計測の標準手法を開発する。  

４）ナノパターニング材料（ＤＳＡ） Directed Self-Assembly    

DSA（誘導自己組織化）材料・プロセスの精密評価計測基盤技術開発に取り組む。高精度かつ高

速な評価計測手法を開発し、DSA 精密計測技術を確立する。  

５）ナノ欠陥検査技術 nano-Defect Inspection 

欠陥検査装置において欠陥感度を定量的に評価・校正できるような、あらかじめ様々な形状・寸法の欠

陥を作りこんだ欠陥検査標準試料を作製し、作りこんだ各種欠陥の形状観察や測定を行うことにより、将

来の LSI 微細化に必要となる欠陥検査技術の確立のための計測標準技術の開発を行う。 

 

100 万 LUT 規模原子スイッチ FPGA の開発 

本研究開発活動は、100 万 LUT 規模原子スイッチ FPGA の開発を目的としている。事業期間において、

FPGA 製造ウエハ低欠陥密度化の為の技術開発、FPGA 高歩留り化の為の技術開発、更に分散書き込み技

術、原子スイッチ FPGA の最適アーキテクチャ探索、演算器 IP コア開発といった原子スイッチ FPGA 大規模化の
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為の技術開発と組み合わせてFPGAチップの統合設計および試作を行い、最終的に実チップを通信機器に適用

することで省電力効果を実証し、かつ実用レベルのチップ歩留りが得られることを目指す。 

平成２８年度は、産総研スーパークリーンルーム（SCR）を活用し、製造ウエハ低欠陥密度化技術の開発

および 28nm 原子スイッチの開発を実施した。低欠陥密度化開発においては、開発当初 41 個/inch2 であっ

た欠陥密度を 9 個/inch2 に低減し、また、28nm 原子スイッチの開発では、銅の電極面積を 28nm 世代相

当のローカル配線幅（50nm）まで縮小させた小規模デバイスを作成してスイッチ動作を確認し、ともに目標を

達成した。 

[中長期計画]  

平成 28 年度：実用化フェーズ 

平成 29 年度~平成 30 年度：実証フェーズ 

平成 28 年度は産総研スーパークリーンルーム（SCR）を活用し、原子スイッチ製造装置を用いて製造したウ

エハの欠陥低減のための技術を開発する。また、28nm 世代に対応するため、28nm 世代のローカル配線幅

（50nm）における原子スイッチの動作を確認する。 

平成 29 年度は、SCR で実績のある、原子スイッチ製造プロセスを原子スイッチ製造工場に導入した製造設

備に移管し、SCR で試作した原子スイッチと動作特性を比較し、同等の動作性能が得られることを確認する。さ

らに、工場レベルの欠陥管理技術を適用し、100 万 LUT 規模で十分な歩留まりが得られる原子スイッチ製造プ

ロセスとして完成させる。デバイス動作特性評価は産総研評価設備を活用して実施する。 

平成 30 年度は、NEC の通信機器用のFPGAを原子スイッチ製造工場で試作し、通信機器に適用するため

の評価を行い、従来 FPGA に対して低電力であることを実証する。原子スイッチデバイス動作改良のための測定

評価は、産総研評価設備を活用して実施する。 

 

文部科学省 地域産学官連携科学技術振興事業費補助金 

イノベーションシステム整備事業 先端融合領域イノベーション創出拠点形成プログラム 

「光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点」 
 

ネットワークの消費電力を大きく低減する技術を、産業技術総合研究所と協働企業 10 社が連携して開発。

デバイス技術からアプリケーションまで、光ネットワークを支える技術を垂直融合し、「超大容量」、「超低エネルギ

ー」、「超低遅延」なダイナミック光パスネットワークの創出を目指している。2016 年度(拠点期間 10 年の 9 年

目)は、都内テストベッド構築と各要素技術の規格化および高性能化を推進。 
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超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発 
 

本プロジェクトでは半導体プロセス技術で実現するシリコンフォトニクス素子及び光集積回路を開発、更に、電

子回路と実装するための低コスト光エレクトロニクス基盤実装技術を開発する。光集積回路をシステム化して電

子機器に搭載することで高性能化にともない増大する機器の消費電力を大幅に削減（サーバで 3 割減）する

ことを目標としている。本年度は、 

 5 x 5 mm 光 I/O コアを開発し、マルチモードファイバ- 300 m 接続で 25 Gbps の動作実証。高温でも安

定な光出力を得る量子ドットレーザ、温度変化に追従する送信・受信 IC により-40～85 ℃での安定動作

を確認。FPGA と光 I/O コアを搭載したボードを試作し、FPGA 間光通信をデモ。 

 400 G (25 Gbps x 16 ch)動作用 MZ 変調器と導波路型 PD の 25 Gbps 動作の実証。偏波ダイバー

シティを組み込んだレシーバ光回路を作製し、WDM フィルタ回路の偏波無依存動作の実現。WDM 集積素

子に用いる温度安定な量子ドット DFB レーザによる 85 ℃における省電力動作の確認。 

 次世代パッシブ光ネットワークの送受信器を超小型化、低コスト化するために必須のシリコンフォトニクスによる

アレイ導波路型グレーティングを実現。挿入損失 1.2 dB、波長間クロストーク -16 dB は世界最高レベル。 

 光電子ハイブリット回路基板要素技術として、125 µmピッチ＆24芯の高密度ファイバリボンに対応した小型

光コネクタ実装の実現にめど。 

 

次世代スマートデバイス開発プロジェクト／車載用障害物センシングデバイスの開発 

昼夜問わず遠距離の歩行者・車両を検知（測距）する車載用障害物センシングデバイスを開発する。受光

素子と信号処理回路を分離して受光素子の実面積を大きくしつつ、受光素子と信号処理回路を三次元実装

技術により接続することで、次世代の車載用障害物センシングデバイスの開発を目指す。 

 2016 年度は、前年度から引き続き、シリコン貫通電極の研究開発製造ラインの整備を行い、今後の車載

センサデバイスへのシリコン貫通電極の作製への基礎実験を行った。 

 

革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）「無充電で長期間使用できる究極のエコ IT 機器の実

現」 

電圧駆動型の不揮発性磁気メモリ「電圧トルク MRAM」のための研究開発を行った。具体的には、12 インチ基

板対応の大型スパッタ装置を用いて、垂直磁化磁気トンネル接合素子の高性能化のための研究開発を行った。 
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４．２ パワーエレクトロニクス MG 

＜MG 活動概要＞ 

パワーエレクトロニクスマネージメントグループ（PEMG）委員構成 
委員長   木本 恒暢    京都大学 教授 
副委員長  奥村 元  国立研究開発法人 産業技術総合研究所 研究センター長 
委員    秋本 克洋 筑波大学 

石川 博康 芝浦工業大学  
大橋 直樹    国立研究開発法人 物質・材料研究機構 
木村 浩  富士電機（株） 
藤川 東馬 トヨタ自動車（株） 
山部 紀久夫   筑波大学  
内藤 富士雄 高エネルギー・加速器研究機構 
四戸 孝  （株）東芝 
藤本 辰雄 新日鐵住金（株） 
山川 聡  三菱電機（株） 先端技術総合研究所 
横山 夏樹 （株）日立製作所 
恩田 正一   （株）デンソー（～4/30） 
廣瀬 富佐雄 （株）デンソー（5/1～） 
 

事務局   岡田 道哉    国立研究開発法人 産業技術総合研究所 
オブザーバー 

荒井 和雄 SiC アライアンス広報委員長（産総研名誉リサーチャー） 
八嶋 昇   三菱電機株式会社 
内閣府   総合科学技術会議事務局 
文部科学省 研究振興局 基礎基盤研究課 ナノテクノロジー・材料開発推進室 
経済産業省 産業技術環境局 研究開発課 
経済産業省 製造産業局 ファインセラミック・ナノテクノロジー・材料戦略室 
経済産業省 商務情報政策局 情報通信機器課 
科学技術振興機構 研究開発戦略センター 
新エネルギー・産業技術総合開発機構 ＩＯＴ推進部 

 

＜MG 等開催状況＞ 
第一回 TIA パワーエレクトロニクス MG  

平成 28 年 4 月 19 日（火）16:00~17:15 
開催場所：産総研東京本部（大会議室）出席者 13 人、オブ 1 人 

第二回 TIA パワーエレクトロニクス MG   
平成 28 年 7 月  1 日（金）16:00~17:15 



 

26 
 

開催場所：スタンダード会議室虎ノ門ヒルズフロント 出席者 12 人、オブ 3 人 
第三回 TIA パワーエレクトロニクス MG   

平成 28 年 9 月  5 日（金）16:00~17:00 
開催場所：産総研東京本部（大会議室）出席者 12 人、オブ 1 人 

第四回 TIA パワーエレクトロニクス MG   
平成 28 年 11 月 18 日（金）16:00~17:00 
開催場所：産総研東京サテライトオフィス 出席者 7 人、オブ 1 人 

 

検討内容のポイント 

今年度計画に基づき、海外調査を行った。また継続的な人材育成の観点から筑波大学の寄附講座 4 年目

の運営について検討を行った。 

１）海外調査 

米国の C-PES と X-FAB を訪問。CPES の制度設計が非常に参考となるため、民活型共同研究体の

制度設計を見直すこととした。また寄附講座の運営にも取り入れる方向で検討中。 

２）人材育成戦略 

TPEC からの資金援助により、今年度で 5 回目となるパワーエレクトロニクス・サマースクールを開催。参加

者数は 140 名を超えた。また 1 件のインターンシップ実績有り。 

３）拠点を活用したイノベーション加速策 

TIA パワエレ拠点第三ラインとして、6 インチラインを整備。第三ラインは、パイロット製品の市場テストを行

うことを想定し、新しい制度設計の下で運用を計画している。 

 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

戦略的イノベーション創造プログラム(SIP)「SiC 次世代パワーエレクトロニクスの統合的研究開発」  

SiC パワーエレクトロニクスの普及と適用先拡大を目指した次世代技術として、[1]エピ成長やウエハ加工をも

含めて革新的手法を取り入れた次世代SiC ウエハ（基板）作製技術、[2]低損失性･高耐圧性をより向上さ

せる新規構造／プロセスを取り入れた次世代 SiC デバイス作製技術、[3]高電流密度デバイスを搭載したうえ

で小型軽量化と信頼性評価法確立を目指す次世代 SiC モジュール作製技術を対象に、一貫した統合的研

究開発を当該分野における産学官の有力研究機関の研究者を結集して行っている。 

プロジェクト 3 年目の 2016 年度は、前年度までに構築した三つのサブテーマ間の連携や SIP 内の連携により、

研究開発活動をステアリングすると共に、出口へ向けた活動を強化した。 

その具体的成果として、ウエハおよびデバイスサブテーマに関連した大学・公的研究機関および参画企業間の
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連携により、SiC デバイスに特有な劣化（順方向劣化）のメカニズムの解明から制御・改善技術の提案（基板

到達キャリア密度を下げる再結合促進層導入）と検証までを達成した。 

SIP 内の連携では、信頼性を支えるもう一つの基盤である SiC/酸化膜界面の安定化において、当プロジェク

ト内外の関係機関との一体的運営を行い、共通評価試料として、つくば拠点作製の評価TEGの供給と共同解

析を本格化することにより、特性変動を正確に評価する手法を開発し、レセピー化を行った。また、芝浦工大赤

津教授テーマ（インホイールモータ）へのモジュール提供へ向けた仕様スリ合せ、早大巽教授テーマ（メッキ接

合）との評価法共通化を行った。 

出口へ向けた活動では、参画企業の技術マネージャー及び有識者で構成された SIP 応用技術調査委員会

による動向調査を本格化させ、SIP 次世代パワエレプログラム内へ情報提供し、将来出口戦略の議論を開始し

た。 

2016 年度は SIP 上期の節目の年として、各サブテーマともマイルストーンとして掲げた中間目標を達成した。

ウエハサブテーマでは、低欠陥（BPD＜0.1/cm2）かつキャリア寿命制御（<20nsec）された再結合促進

層を導入した超高耐圧デバイス用エピウエハを実現、ダイオードを試作して順方向劣化の抑制を実証した。デバ

イスサブテーマでは、新規なユニポーラデバイス用 SJ（Super Junction）構造ウエハの効果検証の為、TIA ラ

インを活用して、プロトタイプ SJ 構造ウエハ上に試作した 1kV 級 MOS トランジスタにおいて耐圧-抵抗トレードオ

フ特性改善を確認した（世界初、SiC国際会議で招待発表）。バイポーラデバイスでは、超高耐圧SiC-IGBT

を設計・試作して、耐圧目標 20kV を達成した。モジュールサブテーマでは、高チップ電流密度（最大

1kA/cm2）の 1.2kV-200A 級モジュール実現に向けて、個別高耐熱部品の性能目標を達成すると共に、高

チップ電流密度かつ受動部品混載モジュールを試作し、世界初の開発事例として、250℃の接合温度でスイッ

チング時間 20ns 以下の高速動作を実現した。 

 

つくばパワーエレクトロニクスコンステレーション（TPEC）  

民活型共同研究体として、自律的かつ持続的なオープンイノベーション活動を展開。素材から応用に至る民

間企業 30 社と公的機関が参集し活動を行っている。今年度はじめには、量産技術開発を実施するため従来の

3 インチラインを 4 インチラインへと整備した。また TIA パワエレ拠点第三ラインとして、6 インチラインを整備。第三

ラインは、パイロット製品の市場テストを行うことを想定し、新しい制度設計の下で運用を計画している。TPEC の

資金的支援で活動するパワーエレクトロニクス・サマースクールは 5 回目となり、参加者数は 140 名を超えた。 
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つくば応用超電導コンステレーションズ 

(Applied Superconductivity Constellations of Tsukuba: ASCOT) 

超電導による社会イノベーション創出を目指す 2 階建て技術コンソーシアム。種々の情報共有を目的とする 1

階部分（会費制）と、オープン型共同研究及びクローズド型共同研究による超電導技術全般の社会実装を

推進する 2 階部分（民活型共同研究体）からなる。 
 
 

高温超電導実用化促進技術開発 

NEDO 委託による 5 年間のプロジェクトで、平成 28 年度に新規採択され、予算規模は 15.0 億円。 

当該プロジェクトは４つの研究テーマで構成され、内、2 テーマについて、TIA（産総研、NIMS）を拠点とした

研究開発が進められている。テーマは「高温超電導高磁場コイル用線材の実用化技術開発」、および「高温超

電導高安定磁場マグネットシステム技術開発」。 
 
 
４．３ MEMS MG 

＜MG 活動概要＞  

MEMS（Micro Electro Mechanical Systems）は、多様な産業分野における小型・高精度で省エネル

ギー性に優れた高機能のデバイスとして期待されており、昨今の自動運転や IoT（Internet of Things）とい

った技術分野の進展に伴い、MEMS 市場が急拡大している。また、毎年 1 兆個を上回るセンサを活用し、社会

に膨大なセンサネットワークを張り巡らせることにより、地球規模で社会問題の解決に活用しようとするトリリオンセ

ンサ構想も提唱されている。このように急拡大する市場で低成長下の日本の MEMS 産業が成功するためには、

多額の投資を抑えつつ、開発スピードの飛躍的向上が必須である。このような環境下において、2016 年度

MEMS MG は「つくば R&D プラットフォーム」を中核にした活動を 2015 年に引き続き行った。 

 

＜MG 等開催状況＞ 

2016 年度 TIA-nano MEMS MG 委員名簿 

委員長     片白雅浩   オリンパス株式会社 技術開発部門医療イメージング開発本部 MST 推進部部長 

委員       鈴木博章   筑波大学大学院 数理物質科学研究科 物性・分子工学専攻 教授 

廣島  洋   国立研究開発法人 産業技術総合研究所 集積マイクロシステム研究センター長 



 

29 
 

今仲行一   技術研究組合 NMEMS 技術研究機構 理事長 

大場正利   オムロン株式会社 技術・知財本部 経営基幹職 

吉田幸久   三菱電機株式会社 先端技術総合研究所 先進機能デバイス技術部マイクロセンサ

技術グループ グループマネージャー 

逆水登志夫  一般財団法人 マイクロマシンセンター 産業インフラ開発センター センター長 

 

ＭＥＭＳ ＭＧの開催状況は以下のとおりである。 

１．開催日時 ： 平成２9 年（２０１7 年）２月１7 日（金）13:30-15:00 

２．開催場所 ： マイクロマシンセンター（書面審議） 

３．議事 ：  

１．H28 年度活動状況報告について 

２．その他 （TIA への要望も含む） 

 

＜プラットフォームの状況＞ 

プラットフォームの活動状況は以下のとおりである 

 

集積マイクロシステム研究センター 

新規 MEMS プロセス開発の他、社会インフラ・産業機器・農業へのモニタリング技術応用など課題解決型共

同研究活動として、NEDO「道路インフラモニタリングシステム研究開発」、NEDO「ライフラインコアモニタリングシス

テム研究開発」、SIP 次世代農林水産業創造技術「生体センシング技術を活用した次世代精密家畜個体管

理システムの開発」等を精力的に推進している。8,12 インチ MEMS ラインの共用施設利用制度においては、企

業等の外部ユーザ利用は順調に利用実績が伸びている。 

人材育成関係にも注力し、JSTの人材育成事NanotechCUPAL（Nanotech Career-upalliance）に

てマイクロカンチレバー製作実習を含む講習会（2 週間コース 1 回、1 週間コース 2 回）で 13 名、JST さくらサ

イエンスプランによるタイ NSTDA からの研修生に対する MEMS 講習会（5 日間コース）では 5 名の人材育成

を行った。 

 

マイクロナノ・オープンイノベーションセンター（MNOIC） 

 MNOIC 事業は 2016 年度で６年目を迎えた。事業は本格稼動ステージに進み、着実にユーザ数が増加

している。 本年度の重点活動の柱として、工程受託の本格化、研究施設の拡充、技術ノウハウの蓄積、人材
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育成をそれぞれ行い、産官学連携を通じた TIA のオープンイノベーション活動の強化を図った。産総研の共用設

備制度を利用し、指示された工程でサンプル試作を行う工程受託サービスが、全体の半数を超えるようになった。

またこれまでの NOIC 活動の中で、品質管理、工程管理等のマニュアル類を整備完了した。 

 

拠点活用プロジェクトとして、以下の２つのプロジェクトに参画しており、研究開発力強化を図っている。詳細は  

＜拠点活用プロジェクトの概要＞に記載する。 

「道路インフラ状態モニタリング用センサシステムの研究開発」 

「ライフラインコアモニタリングシステムの研究開発」 

 

また、連携拠点の活動状況は以下のとおりである。 

１）研究拠点構築に関する取り組み結果 

筑波大学では、大学が保有する研究設備の主に学内での有効利用を図るオープンファシリティ化を推進

しており、一部の装置は文部科学省のナノテクプラットフォーム事業の装置としても登録し、学外にも公開し

ている。筑波大学微細加工プラットフォームの登録装置の総数は現在 15 である。現在、オープンファシリティ

においては 30 を超えるナノテク関連装置を有しており、プラットフォームの装置としても今後段階的に登録を

増やす予定である。 

平成 29 年1 月現在でのプラットフォームとしての利用件数は 82件（成果公開+成果非公開）、利用

料収入は 730 万円（成果公開+成果非公開）となっている。利用件数、利用料収入共に昨年と比べて

大幅に伸びた。 

２）研究開発の活動結果 

筑波大学大学院数理物質科学研究科では、平成 26 年度まで 5 年間のプロジェクトとして文部科学省

特別経費により「つくばナノテク拠点産学独連携人材育成プログラム」（通称：オナーズプログラム）を進め

てきた。オナーズプログラムは外部中間評価で最高の評価を受けたが、ここで得られたノウハウを残すべく、平

成 27 年度より後継プログラムとして「つくば共鳴教育プログラム」を発足させた。このプログラムでは、分野をナ

ノテクに限らず、エネルギーや環境テクノロジーまで含めた。平成28年度は3名の学生を採用した。これに関

連し、海外の一流講師による夏季集中講義 (SUMMER LECTURE in 2016 for Nanotechnology 

/ Nanosciences)を大阪大学と共同で実施した。 

 

[活動イベント等]  

＜講義、オナーズプログラム関係シンポジウム＞ 
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・ SUMMER LECTURE in 2016 for Nanoscience/Nanotechnology （7 月 28 日～8 月 5 日、

8 月 29 日～9 月 9 日） 

・ Prof. Etienne Gheeraert (InstitutNeel, CNRS and University of Grenoble-Alpes, France)  

Solid State Diffusion 

・ Prof. Henri Mariette (InstitutNeel, CNRS and University of Grenoble-Alpes, France) 

Elaboration of Semiconductor Nanostructures 

・ Prof. Ulrike Woggon (Technical University of Berlin, Germany) 

Optical Spectroscopy of Nanostructured Materials 

・ Dr. Tristan Cren (CNRS/Institut des NanoSciences de Paris, Université Pierre et Marie 

Curie, France) 

STM and STS, their Principles and Application to Materials Science 

＜学生海外派遣＞ 

前記の「つくば共鳴教育プログラム」において、平成28年度は学生3名をオーフス大学（デンマーク）、ハーバ

ード大学（アメリカ）、グルノーブル工科アルプス大学（フランス）に派遣した。 
 
 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

拠点活用プロジェクトとして、以下の３つのプロジェクトに参画しており、研究開発力強化を図っている。 

 

「道路インフラ状態モニタリング用センサシステムの研究開発(RIMS)」 

本研究開発では高速道路の橋梁、道路付帯物、法面等を対象にして、環境エネルギーを利用した自立電

源を有し、各フィールドのモニタリングに適した新規の小型、安価、高性能、高耐久性の無線センサ端末を開発し、

各フィールドのセンシングシステムを統合して道路インフラのトータルな維持管理が可能な道路インフラモニタリング

システム（RIMS:ROAD Infrastructure Monitoring System）を構築する。つくば地区ではこの中で、「フ

レキシブル面パターンセンサによる橋梁歪センシングシステム」、「高耐久性パッケージング技術の開発」、「小型、

低消費電力を支える CSAC 用ガスセルの開発」を実施している。 

2016 年度はフレキシブル面パターンセンサシステムおよび高耐久性セラミックスパッケージを完成させるとともに

予備実証試験を実施した。また、センサ端末同期用原子時計のガスセルの小型化および長期安定度の検討を

行った。 
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NEDO 委託事業ライフラインコアモニタリングシステムの研究開発（2014-2018 年度） 

・産総研が担当する AlN 圧電振動センサ素子、発電素子、トリガセンサ素子の設計開発に基づき、これらの

異なる設計の AlN 圧電デバイスを 8 インチ Si 基板に一括して製造する低コストプロセスの開発 

・AlN 圧電振動デバイスをウェハレベルで気密封止する低コスト，高信頼性パッケージプロセスの開発 

 

 
先進材料プラットフォーム 
 
４．４ ナノグリーン MG 

＜MG 活動概要＞  

当 MG では、昨年度に TIA-nano 第 1 期中期計画期間中に推進してきた GREEN 等の活動の総括を行

い、新たな研究提案の検討へと活動の中心を移行しているところである。 

その一環として、本年度より TIA が開始した TIA 連携プログラム探索推進事業「かけはし」を利用し、研究提

案のシーズとなるテーマの発掘・ネットワークの構築等を目指して、ナノグリーン関連の「かけはし」課題を中心にそ

の活動の支援を行った。特に、NIMS が代表機関である「２次元遷移金属カルコゲナイド結晶の高品位化に向

けた基礎調査研究」及び「放射性物質による汚染土壌等の減容及び再資材化の方向性の検討」の２つについ

ては研究会の立ち上げ、開催等をサポートした。 

「２次元遷移金属カルコゲナイド結晶の高品位化に向けた基礎調査研究」は、もともとが NIMS－KEK の

TIA を通じた組織的連携の一環として光・量子計測領域に登録された「超高圧物質科学」を核としたものであり、

ターゲット材料を環境半導体として有望視されている２次元遷移金属カルコゲナイドに絞り、TIA５機関連携へ

と発展させたテーマである。準備段階から関与し、「TIA-TMDC 研究会」の開催等を支援した。 

「放射性物質による汚染土壌等の減容及び再資材化の方向性の検討」については、提案型セッションを募集

していた第 60 回粘土討論会（日本粘土学会主催）に応募し採択された「福島汚染土壌の減容・資源化セ

ッション」の開催ついて支援した。また TIA として後援することも企画し実現した。（このセッションは 9/16 に九州

大で開催されました。） 

TIA 拠点活動プロジェクトとしての GREEN の活動については後述する。一方、関連活動としては昨年度末の

低炭素化材料設計・創製ハブ拠点の事業終了に続き、本年度末には NIMS オープンイノベーションセンター

（NOIC）が 5 年間の活動を終える。従来報告してきた通り、いずれも産学官協働のためのオープンな連携の

場を産業界に提供し、ナノテクを活用した環境・エネルギー材料分野における数々の基礎・基盤技術を確立した。

低炭素化材料設計・創製ハブ拠点の装置はNIMSの共用装置等に引き継がれた。またNOICの４つの研究テ
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ーマ（電池材料、熱エネルギー変換材料、磁性エネルギー変換材料、ナノエレクトロニクス材料）は NIMS にお

ける個別の共同研究として、それぞれ企業とのクローズな連携によって産業化の最終フェーズとしての研究開発を

加速していく予定である。 

ナノグリーン MG 会議での議論の結果、H29 年度の本 MG の活動においては、「かけはし」採択テーマのうちナ

ノグリーンに関連するテーマの研究代表者と連携し、アカデミックな大型予算の獲得、企業連携によるイノベーショ

ンを指向したプロジェクトの創出、及びそれに向けたネットワークの形成につながる活動の支援も行うことを予定して

いる。またその観点から、H29 年度からの新 MG 委員に当該関連研究者・協力者も加えることを予定している。

さらに、先進材料プラットフォームの領域拡大のために、ナノバイオ領域タスクフォース事務局との連携のもと、バイ

オ材料関連研究の活動についても支援することを予定する。 

 

＜ワーキンググループ開催状況＞ 

MG 会議開催日：2017 年 2 月 7 日 

開催場所：（国）物質・材料研究機構 並木地区 NanoGREEN 棟 114 室 

出席者数： MG 委員 10 名中 6 名出席、及び 1 名が書面参加 

検討内容： H28 年度ナノグリーン MG 活動の総括 

       H29 年度ナノグリーン MG の活動計画 

       ナノグリーン MG 委員の改選について 

       その他；TIA 運営最高会議の報告等 

 

＜拠点活用プロジェクト等概要＞ 

文部科学省「ナノテクノロジーを活用した環境技術開発」 

            （NIMS の「ナノ材料科学環境拠点（GREEN）」による） 

 環境エネルギー問題へのインパクトが直接的でかつ大きい、太陽光エネルギーから出発するエネルギーフロー

に関わる一連の材料技術である太陽光発電、光触媒による燃料製造、電力貯蔵用二次電池、及び燃料電

池を出口側の対象として、開発指針を与える基礎となる計算科学手法、及び高度その場解析技術を駆使して、

出口課題の実用化に向けて必要なブレークスルーのための共通基盤課題である表面・界面現象の理解と制御

技術を確立し、飛躍的な効率向上、安全性改善等の課題解決を目指している。また、上記の研究を研究者が

連携して研究を進める開かれた連携拠点として、オープンラボ・各種シンポジウム／セミナーなどを通して最先端の

施設・設備、さらに内部研究者の知識・ノウハウなどを提供し、大学や企業における研究開発の加速に寄与する

ことを目標としている。 
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また、2016 年 10 月より、材料研究とシステム解析を融合して、現状特性の精査や将来特性の見込評価を

行うこと目的に、新規に技術統合化ユニットを設置した。このユニットでは、材料研究とシステム解析を融合して、

現状特性の精査や将来特性の見込評価を行うことで、全体を俯瞰した技術統合と理論・計測・材料創製との

連携を推進していく。 

 2016 年度は、①リチウム空気電池特別推進チームが、空気極の材料や構造を工夫することで、非常に大

きな放電容量（標準的なLi2次イオン電池の約15倍）を実現するセルを開発したこと、②先端計測部門にお

いて、全固体リチウムイオン電池の電極-電解質界面近傍の電位分布をその場計測するための試料作製技術を

開発し、これにより、充放電に伴う複合正極中の電位分布の変化を直接観察することに世界で初めて成功した

ことなどの成果を挙げている。 

 2016 年度は、シンポジウムを 2 回、セミナーを 1 回、および主に海外の研究者によるオープンセミナーを 6 回

開催した。 

シンポジウム： 

第 13 回 GREEN シンポジウム 「伝熱・熱電を理論、合成、計測からデザインする」 

（6 月 22 日、NIMS 並木地区 WPI-MANA 棟 Auditorium） 

第 14 回 GREEN シンポジウム 「社会システム全体を俯瞰した統合型材料開発 ～太陽光から始まるエネ

ルギーフローで鍵を握る水素・燃料電池」 

（2 月 1 日、一橋講堂） 

セミナー： 

第 3 回電気材料解析ワークショップ・最先端機器による解析講座 

（11 月 14、15 日、NIMS 並木地区 WPI-MANA 棟 Auditorium） 

 

NIMS オープンイノベーションセンター（NOIC）（参考） 

2016 年度は、企業会員 13 社、アカデミア会員 4 大学 2 機関と NIMS 研究者の連携のもと、電池材料、

熱エネルギー変換材料、磁性エネルギー変換材料、ナノエレクトロニクス材料の 4 つのラボにて、実用化に向けて

の課題解決のための産業化研究及び基礎・基盤技術育成研究を行った。異業種・異分野・産学独が出会うオ

ープンイノベーションの場を形成することを目的とした会員制連携研究拠点 NOIC については 2016 年度末を以

って活動終了とし、2017 年度以降は NIMS との二者間もしくは NIMS を含む多者間の共同研究契約へ移行

することを決定した。今後は、NOIC の活動を通して育成されたコア技術を基にして、研究テーマ毎の特性に応じ、

かつ明確な目的を持った体制の下、産業化へ向けた研究開発を加速していく。 
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４．５ ＣＮＴ MG 

＜MG 活動概要＞ 

カーボンナノチューブ並びにナノ材料安全評価について、海外で先例となる拠点は無く、つくばイノベーションアリ

ーナの中で、下記の目標を設定し、日本型研究拠点を構築すべく、拠点活動を進めている。 

 

コア研究領域の目標 

（１）カーボンナノチューブ 

低炭素社会の実現に資する超軽量・高強度融合材料をはじめとする様々な産業応用を可能にする単層カ

ーボンナノチューブ（CNT）の量産化、高品質化・部材化を図り、未来の省エネルギー社会の実現を目指す。 

（２）ナノ材料安全評価 

事業者による自主的取組と行政による法規制枠組みが補完的に組み合わさり、社会における工業ナノ材

料の安全性を確保したうえで、イノベーションを推進するような体制を構築する。 

上記の目標に基づき、2015 年度は以下の事業を実施した。 

１）量産実証プラント 

 スーパーグロース法 CNT 量産プラントを活用した CNT 製造技術の開発、CNT サンプルの作製、サンプ

ル配布を実施した。 

２）低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト 

2014 年 7 月より、METI/NEDO 委託事業「低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト

（2014～2016）」に参画した。 

 ナノテク展(nanotech2017)では NEDO ブース、TIA ブースに出展し、技術普及を実施した。 

 

＜MG 開催状況＞ 

・2016 年 2 月 3 日、つくば、日本ゼオン・NEC・産総研 

・この後の MG の活動について 

 

＜TIA 視察への対応＞ 

ナノテク議員連盟（渡海衆議院議員他４名）（平成 28 年 11 月 17 日）、公明党政務調査会事務局

（平成28年9月12日）、末松技環局長、保坂審議官（平成28年７月２５日）等政・官界から９件、

産業界から 6 件、の TIA 視察に成果物の展示、活動状況の説明を行った。 
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＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

CNT 量産実証プラント事業 

産総研、日本ゼオン(株)と共同で、産総研第 5 事業所に設置したスーパーグロース法 CNT の量産実証プラ

ントを活用した製造技術の開発に成功し、200 件以上のスーパーグロース法 CNT サンプル提供を実施したほか、

事業化を促進する為に、当該プラントを日本ゼオン(株)に貸与し、民間企業主体の事業化検討を行った。 

この成果を受け、日本ゼオン(株)は、H27 年１１月に自社工場を山口県周南市に竣工し、商業生産を開

始した。  

 

METI/NEDO「低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト」 

2014 年 7 月より、METI/NEDO 委託事業「低炭素社会を実現するナノ炭素材料実用化プロジェクト

（2014～2016）」に参画し、ナノ炭素材料による省エネルギー社会を実現するための研究開発を行い、ゴム

複合材料、金属複合材料の開発に成功した他、試料提供、技術移転を通じて、ナノ炭素材料用途開発企業

の課題を解決し、技術開発を促進し、事業化を加速している。  

上記①、②の事業の功績に対し、TIA-nano の「カーボンナノチューブ研究開発に於ける産官学連携」として、

H28 年度内閣府産学官連携功労者選考委員会特別賞を、産総研、TASC、日本ゼオン 3 者の共同で受賞し

た。 

 
４．６ 光・量子計測 MG 

＜MG 活動概要＞ 

（１）第 2 回 TIA 光・量子計測シンポジウム 

・目的：TIA 光・量子計測に参加しているテーマの進捗状況と成果の発信 

・開催日時と場所：2016 年 11 月 10 日（木）9:30-17:20、於 つくば国際会議場  

・講演：招待講演 2 件、一般講演：9 件 

・ポスター発表：37 件 

・参加者数：112 名 

・成果：吉野氏による講演では、1980 年代初頭の基礎研究から、リチウムイオン電池の実用化までの社会

情勢、研究開発と産業化及び今後の動向を把握でき、また、宇宙線や X 線、中性子線を用いた観察の動

向を把握することができた。また、ポスターセッションに於いて、普段接点の少ない研究者等が活発に議論し、
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共同研究を行う機会とすることができた。 

 

（２）「第 1 回 TIA 第一原理計算講座」 

・目的：近年、光・量子計測を利用した実験研究で、計算科学、特に第一原理計算との連携が 

重要になってきているため、講義と実習により第一原理計算への入門を目指す。 

・開催日時と場所：2017 年 1 月 25 日（水）、2 月 1 日（水）、於 東京大学物性研究所 

・参加者：10 名 

・成果：受講者には大変好評で、上級コースの開催や、ソフトの移植などの要望があった。 

＊本講座は、光・量子計測 MG 事務局と TIA かけはし課題「計算科学とデータ科学の連携に 

よる実験データ高度解析手法の開発」等との共催。 

 

（３）光・量子計測への参加テーマの集約 

テーマの大型化に向け 8 テーマの提案があった。これまでのテーマの現状や進捗状況をもとにテーマを集約し

た結果、以下の 27 テーマとなった。 

「レーザーコンプトン高輝度 X 線源開発」、「静電型蓄積リングの応用研究」、「コンクリート内部を可視

化する後方散乱 X 線装置の開発」、「ILC ダンピングリング用パルス電源制御素子の開発」、

「SiC-MOFSET パッケージの開発」、「超高耐圧素子を使ったクライストロン電源開発」、「次世代ガン治

療ハドロンドライバーの研究開発」、「巨大クラスターイオン用誘導加速マイクロトロンの開発」、「コンパクト

ERL と医学応用」、「電池型熱セルによる排熱利用」＊、「革新的高保磁力磁石を目指した磁性ナノ材

料の開発」＊、「太陽電池の界面・劣化機構の解明」＊、「人工光合成を指向した高効率な光酸化・還

元触媒系の開発」＊、「半導体量子ドットのレーザ分光」、「超高圧物質科学：新奇高密度相の探索

から材料応用へ」、「SOI 技術を用いた光・量子計測」＊、「超伝導トンネル接合素子 STJ を用いた光・

量子計測」＊、「先進材料のためのつくばメトロニクス」＊、「超伝導検出器がもたらす超高感度計測で拓

く科学」＊、「小型量子線源と 2 次元検出器による可搬型透視イメージング装置の実現」、「SOI 技術に

よる計測技術の革新」、「微量軽元素のための超伝導検出器による蛍光収量 XAFS」、「宇宙誕生の

電波観測技術を応用した革新的気象予報装置の開発」、「イオンビーム・放射線計測」、「革新的放射

線計測の実用化」、「汎用放射線シミュレータ Geant4 の応用展開」、「放射光単色 X 線を用いた医学

イメージング応用」 

＊はテーマの大型化に向けて提案されたテーマ 

 



 

38 
 

（４）光・量子計測の拠点活用プロジェクト推進と成果発信 

・「2nd International Symposium for Innovative Measurement and Analysis for  

Structural Materials」2016.9.27-29 開催、於 産業技術総合研究所 

 

（５）TIA 連携プログラム探索事業「かけはし」採択テーマについて 

今年度から始まった TIA 連携プログラム探索事業「かけはし」に採択された 39 テーマの中で、光・量子計測

MG から派生した以下の 10 テーマが採択された。 

「ポータブル中性子構造解析技術に関する調査研究」、「トンネル接合型超伝導検出器と静電型貯蔵

リングを用いた O 結合型糖ペプチド構造解析技術の開発のための調査研究」、「2 次元遷移金属カルコ

ゲナイド結晶の高品位化に向けた調査研究」、「放射光利用における新分野開拓のための連携形成」、

「簡単・便利な超伝導計測－100 倍精度の計測を非専門家の手で」、「3 次元積層半導体量子イメ

ージセンサの調査研究」、「自由電子レーザの産業化に向けた技術および国際動向の調査研究」、「次

世代ナノバイオテクノロジー創成を目指した戦略的広域連携プログラム」、「排熱を刈り取る低コスト熱発

電素子」、「融合物質の構築と機能創出」 

 

（６）TIA5 機関の計測関係組織の活動や研究会・セミナー等についての情報共有促進 

TIA5 機関の計測関係組織の活動やそれらが開催する研究会やセミナーの情報を共有し、TIA 光・量子

計測領域と TIA5 機関の計測関係組織の密な連携を促進している。 

 「コンパクト中性子源を用いた構造解析検討会」2016.8.30 開催、於 産業技術総合研究所、

発表件数：4 件、参加者：10 名 

 「TIAかけはし研究会」2016.9.26開催、於 筑波大学、発表件数：12件、参加者：50名程

度 

 「TIAかけはし第 2 回ナノバイオ・コンソーシアム討論会」2016.10.14 開催、於 筑波大学春日キ

ャンパス 

 「IoT ワークショップ『現場における IoT の先端活用事例』」2016.10.19 開催、於 東京大学柏の

葉キャンパス駅前サテライト 

 「SIP『革新的構造材料』マテリアルズインテグレーション シンポジウム 2016」2016.11.1-2 開催、

於 東京大学駒場リサーチキャンパス 

 「第 1 回 TIA かけはし研究会『未利用熱エネルギーを変換する熱発電素子』」2016.11.21 開催、

於 筑波大学、発表件数：5 件、参加者：20 名程度 
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 「EUV-FEL Workshop」2016.12.13 開催、於 秋葉原 UDX 4F NEXT-1、発表件数：10

件（パネルディスカッションを 1 件として）、参加者：101 名、成果：基調講演、招待講演、一般

講演、パネルディスカッションを通して活発な意見交換を行い加速器科学の理解と認識を深めること

ができた。 

 「TIA かけはし (連携プログラム調査) 研究課題『簡単・便利な超伝導計測 – 100 倍精度の

計測を非専門家の手で』によるブレインストーミング研究会  オーダー・ケルビン環境で『簡単・便利

計測』を実現できるか?」2017.1.4 開催、於 NIMS、発表件数：8 件、参加者：30 名程度 

 「第 1 回 3 次元積層半導体量子イメージセンサ研究会」2017.1.30 開催、於 つくば国際会議

場、招待講演数 4 件、一般講演数 3 件、参加者：65 名（光・量子計測 MG が後援）、成

果：今後の研究開発方向に関する多くの有益な情報交換や活発な議論を行うことができた。 

 「第 2 回 TIA かけはし研究会「未利用熱エネルギーを変換する熱発電素子」2017.1.30 開催、

於 KEK、発表件数：8 件、参加者：30 名程度 

 

＜MG 開催状況＞ 

（１）2016 年度第 1 回光・量子計測 MG 会議 

・日時：2016 年 4 月 13 日（水）14:00-16:00 

・場所：つくばイノベーションプラザ 中会議室 

・出席者：14 名 

・主な議題：「連携のためのテーマの提案」についての報告／TIA 連携プログラム探索事業「かけは 

し」について／東大連携に対する光・量子計測の取り組みについて 

 

（２）2016 年度第２回光・量子計測 MG 会議 

・日時：2016 年 8 月 1 日（月）16:00-17:30 

・場所：つくばイノベーションプラザ 中会議室 

・出席者：15 名 

・主な議題：TIA 連携プログラム探索事業「かけはし」について／第 2 回「TIA 光・量子計測シンポ 

ジウム」開催案について 

 

（３）2016 年度第２回光・量子計測 MG 会議 

・日時：2017 年 3 月 28 日（火）15:00-17:00 
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・場所：つくばイノベーションプラザ 中会議室 

・主な議題：第 2 回「TIA 光・量子計測シンポジウム」の報告／TIA 連携プログラム探索事業 

「かけはし」の今年度の反省と来年度に向けての動きについて 

 

＜拠点活用プロジェクト概要＞ 

構造材料の未活用情報を取得する先端計測技術開発 

（１）内閣府戦略的イノベーション創造プログラム 革新的構造材料における先端計測拠点チーム

(SIP-IMASM)「構造材料の未活用情報を取得する先端計測技術開発」を推進した。その活動の一貫として、

第２回 SIP-IMASM 国際会議を開催し、国際連携を図った。 

URL: https://staff.aist.go.jp/m.ohkubo/SIP-IMASM/sympo/2016/index2016_j.html 

主催：産総研ナノメトロニクスラボ/エレクトロニクス・製造領域、NIMS、筑波大、KEK、東京大学 

開催期間、場所：2016 年 9 月 27-29 日、産総研つくばセンター 

参加者総数:94 名 

来賓：岸 輝雄（SIP 革新的構造材料 PD）、香川 豊（副 PD）、松本英三(内閣府官房審議官) 

海外招待講演者数：３名（UCLA, ユバスキュラ大学、ヘルムホルツ研究センター） 

 

SIP-IMASM 国際会議の最終日には、日本語の研究会として、コロキウムスペシャル「構造材料のマルチスケール

モデリングにおいて未活用情報を取得するＸ線解析技術 

− 原子スケール局所構造解析から部材組織観察まで −」を開催した。 

URL: http://t2.iscw.jp/sm4i/pr/event20160929.html 

参加者数：約 40 名 

次回開催予定:2017 年 10 月 3-5 日、産総研つくばセンター 

 

（２）第３回超伝導センサと検出器国際ワークショップを主催し、国際連携を促進した。 

URL: https://unit.aist.go.jp/neri/IWSSD2016/index.html 

主催：産総研/ナノエレクトロニクス研究部門、経済産業省、低温工学・超電導学会 

後援：IEC, IEEE, ESAS, 応用物理学会, 電子情報通信学会 

参加者内訳：日本 49, 中国 15, 韓国 9, 米国 5, ドイツ 4, イタリア 4, オーストラリア 1, フィンランド 1, イラ

ン 1 

https://staff.aist.go.jp/m.ohkubo/SIP-IMASM/sympo/2016/index2016_j.html
https://unit.aist.go.jp/neri/IWSSD2016/index.html
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報告：

http://snf.ieeecsc.org/sites/ieeecsc.org/files/edHE111_Ohkubo%2C%20M_IWSSD2016%

20Report-final-1_013017.pdf 

次回開催予定:2018 年、オーストラリア CSIRO 

 

 炭素社会を実現する次世代パワーエレクトロニクスプロジェクト/研究開発 項目 3 次世代パワーエレク

トロニクス応用システム開発/(1)次世代パワーエレクトロニクス 応用システム開発の先導研究 
 

次世代パワーエレクトロニクス応用システム開発の先導研究として、小型加速器を実現するための超高速高

電圧パルス電源の開発を行っている。具体的には、超高速でスイッチする SIC ドリフトステップリカバリーダイオード

を開発し、既存の MOS-FETなどでは実現出来ないスイッチバックを実現することによって、非常にパルス幅の短い

パルス電源を実現する。このパルス電源を加速器に用いることによって、既存の加速器装置と比較してコンパクト

な加速器を実現することを目標としている。今年度の活動としてドリフトステップリカバリーダイオードのパラメータの

最適化を行い、昨年度よりさらに高速で高電圧を生成するパルス電源の製作ステップに移っている。デバイスが出

来次第、回路に組込み性能の評価を行う予定である。 
 
 
共通基盤プラットフォーム 
 
４．７ 共用施設ネットワーク MG 
＜MG 活動概要＞ 

（１）第 1 回共用施設ネットワーク MG 委員会 

平成 28 年度第 1 回共用施設マネージメントグループ委員会は、2016 年 7 月 27 日に筑波大学におい

て開催された。野村委員長の主導の下、「新年度マネージメントグループ委員自己紹介」、「TIA５機関におけ

る施設共用の現状」、「つくば研究支援データベースについて」、「分析受託企業との施設利用に関する面談」

についての議論を行った。主な内容としては以下の通りである。 

１）「TIA 中核５機関における施設共用の現状」 

中核５機関からそれぞれの現状の報告を願い、議論した。 

まず高エネルギー加速器研究機構からは、４つの施設(PF、PF-AR、低速陽電子、J-PARC MLF(中

性子、ミュオン)についての説明、及び、放射光の利用者数・課題数を示し、1990年代からの25年間の推

移を見てその利用者数、課題数が漸増していることが挙げられた。筑波大学からは各装置による使用状況
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の報告があり、オープンファシリティのための設備サポートセンター事業により、分散している設備群が Web に

登録され、使いやすくなったことが挙げられた。物質・材料研究機構からは共用設備に大幅な変更があったこ

と、プラットフォームに予算が付いたことなどが述べられた。産業技術総合研究所からは他の組織にまたがる共

用施設利用のワンストップ化（申し込みから課金までのシステムの共有）の事例が示されたこと、所内で開

催しているセミナーにおけるアンケートの結果等が示された。また、東京大学からは、設備の共用としては、計

測や放射光、風洞設備等の可能性を示された。 

全体からの意見としては、ワンストップ化に対する動きへの評価や、東大事例における共用可能な施設の

リスト化要望などが示された。 

２）「分析受託企業との施設利用に関する面談」 

野村委員長からの発意により、施設共用に関して、分析機器の場合、データの解析・評価などフルサポー

トしきれない現状において、分析受託企業などがかなりあるので、TIAでそういう企業に設備利用を認める代

わりに、マンパワーやフルサポートの可能性を探るため、議論する機会を持ってはどうかいう意見があった。 

まず、各機関の状況を議論することになったが、物材機構からは、外部に高度な設備はあっても使える人

がいない場合は人を出してもよいという意見であった。産総研では、文科省の微細加工プラットフォームの会

議で、ファウンドリーの利用を提案したが、特に文科省からも反論はなかったという報告があった。筑波大から

は、学内で何度かそういう議論はあったとの報告があった。東大からも学内事例についての示唆があった。そ

れぞれの機関によるルールも異なるため、結論は出ず、とりあえず持ち帰って議論とする旨の説明があった。 

 

（２）第２回共用施設ネットワーク MG 委員会 

平成 28 年度第 2 回共用施設マネージメントグループ委員会は、2016 年 12 月 27 日に物質・材料研究

機構（つくば市千現）先端構造材料研究棟５Ｆ513-514 会議室において開催された。野村委員長の主

導の下、「TIA５機関＋ナノプラにおける施設共用の現状」、「つくば共用研究施設データベースの現状」の検

討を進めた。主な議論としては以下の通りである。 

１）「TIA５機関＋ナノプラにおける施設共用の現状」 

中核５機関及び物材機構に属するナノテクノロジープラットフォームセンター（ナノプラ）からそれぞれの現

状を報告・議論を行った。 

まず高エネルギー加速器研究機構からは放射光施設の説明、及び最近のトピックスとして、利用支援料、

代行測定など制度を新たに開始したことの報告があった。筑波大からはタンデム静電加速器、微細加工プラ

ットフォーム、筑波大オープンファシリティに関しての説明があった。物質・材料研究機構からは共用設備の利

用実績金額が昨年度を超えた（発表段階で）ことや、最近の話題としては、つくば共用研究設備データベ
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ースの登録作業を行い、３つのステーションの追加と、新しい設備の大幅な追加登録の説明がされた。産総

研からは、その共用制度は、物材機構とは異なり、「これまで蓄積してきたノウハウ・成果を広く社会へ普及さ

せること」を目的であるという指摘があり、ナノプロセッシング施設では、物質・材料研究機構、筑波大と３者

でワンストップサービスを実施しているという報告もあった。東京大学からは柏キャンパスにおける、極超音速エ

ンタルピー風洞設備（航空機設計）およびバイオイメージングセンターを新たに共用設備としたなどが報告さ

れた。最後にナノプラからはその活動の紹介が行われた。 

２）つくば共用研究施設データベースの現状 

まず初めに、Web 上で検索等ができるつくば共用研究設備データベースの説明を行った。機関別設備、

目的別、キーワードなど便利な検索システムであることを紹介された。現在、この元々の対応者である TGI

の代行として管理を行っている筑波大学国際産学連携本部の資料に従って、その管理状況、アクセス状況

などを説明した。筑波大担当者からのヒアリングとして、システムの管理は継続の意向は伺ったものの、新たに、

東大やつくば地域のその他の機関へ広げることは無理であったことが報告された。最後の質疑ではこのデータ

ベースを使った相談窓口機能等に関しての議論が行われた。 

 

[MG 委員会] 

H28.7.27  筑波大学 総合研究棟 B 102 室 9 人（＋オブザーバー4 人） 

H28.12.27  物材機構 先端構造材料研究棟 513-514 会議室 10 人（＋オブザーバー4 人） 

 

＜共用施設の利用状況＞ 

TIA-nano ナノテク共用施設には、マルチタンデム加速器施設（筑波大）やナノプロセシング施設（産総

研）、ナノテクノロジープラットフォーム（物材機構）、放射光科学研究施設（高エネ研）などがあり、約 300

台の先端装置を共用化している。 
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表 TIA 中核 4 機関 平成 26 年度支援課題件数 

機関名 事業名 件数 

産総研 （共用施設等利用制度） 187 

NIMS （3 ナノプラットフォーム、5 ステーション、低炭素ハブ） 976 

筑波大学 （ナノプラットフォーム、基盤共用事業、オープンファシリティ） 1,423 

KEK （大学共同利用、基盤共用事業、有償利用） 1,150 

                                                      合計 3,736 件 
                                          （参考：平成 26 年度 1,888 件） 

＊前年までと NIMS、筑波大学の件数の基準が変更になった。よって数値の比較困難なため、参考データのみ記
載。 
 

＜TIA 共用施設の目指すもの＞ 

・コア研究領域の研究促進、課題解決のための施設・知的基盤の共用 

・利用促進・広報活動、施設・装置選択の支援、スクール・セミナー開催 

・共用施設を支えるナノテクプロフェッショナル人材育成キャリアパス構築 

・TIA 5 機関の連携促進 

 

 
４．８ 人材育成ＭG 
＜MG 活動概要＞ 

第 2 期ビジョンに基づき、次の活動を行った。 

① TIA 人材育成 MG の人材育成戦略の機能強化として、科学技術人材育成費補助事業「科学 技術人

材育成のコンソーシアムの構築事業」で採択された Nanotech CUPAL に平成 26 年度より参画している。

Nanotech CUPAL では、共鳴場での共同研究を通じて若手研究人材を育成するコースとナノテク若手研

究人材のキャリアアップのためにTIAの最新鋭の設備を利用した実践型研修コースを実施している。 共同研

究型育成コースでは、平成 28 年度に新たに 7 名の若手研究者を採用し、継続して活動している 5 名と

合わせて、12 名の育成を実施した。平成 28 年 5 月には第 1 回成果発表会を開催し、企業の諮問委員
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等も出席し、活発な意見交換が行われ、若手研究者のネットワーク拡大を促した。また、平成 28 年度 4 月

には、4 名の若手研究者がパーマネント職にキャリアアップすることに成功した。さらに、企業と連携して若手研

究者の育成を行う仕掛けとして、「産学官連携型共同研究コース」を新たに提案し、関係機関と検討を開

始した。一方、実践型研修コースでは、多様な 30 のコースを開講し、企業など一般からの参加者含め延べ

170 名以上の育成を行った。さらに、他の若手研究者育成事業と共同して、若手研究者が将来、学術研

究を牽引する際に求められる研究力・研究室運営能力を培えるよう、研究力向上のための講座及び若手

研究者が主宰的に企画した国際ワークショップなどを開催した。 

② 平成 28 年度 TIA 連携プログラム探索推進事業「かけはし」調査研究に申請し、採択された。TIA 連携大

学院学位プログラムの構築に向けて、筑波大、産総研、NIMS、KEK、東大が連携し、講演会などを通じた

社会的ニーズの調査や、学生の派遣による設定コースの調査・検討、TIA ナノバイオにおける共用機器を利

用したキャリアアップ実践教育の可能性についての調査等を実施した。実施した講演会については以下の通

り。 

日時：12 月 9 日（金）14 時～16 時 

題目：科学や技術の歴史を創った先輩に学ぶ博士課程リーダー教育の試み 

講師：豊橋科学技術大学・特命教授 柴﨑一郎氏 

参加者数：15 名 

③ 学生や若手研究者がナノサイエンス・ナノテクノロジーの最新の知識と技術を修得し、分野横断的な交流を

図る機会となることを目的として、「TIA 連携大学院サマー・オープン・フェスティバル 2016」を開催した。7 月

28 日から 9 月 9 日までの約 1 ヶ月半にわたり開催され、7 つのスクールに延べ 398 人が参加した。 

④ 筑波大学大学院数理物質科学研究科に TIA の仕組みを利用した学位プログラム開設の検討を推進し

た。 

⑤ 東京大学の TIA 参加が決定したことに伴い、東京大学との協働人材育成プログラムの検討を推進した。 

⑥ 筑波大学大学院数理物質科学研究科に開設の、TIA オープンプラットフォームに対応した 3 コース（TIA

連携大学院ナノエレクトロニクスコース、TIA 連携大学院パワーエレクトロニクスコース、TIA 連携大学院ナノ

グリーンコース）を継続した。 

⑦ パワーエレクトロニクスプラットフォームとの連携により、筑波大学大学院数理物質科学研究科に設置したパワ

ーエレクトロニクス寄附講座（富士電機パワーエレクトロニクス寄附講座、トヨタ自動車・デンソーパワーエレク

トロニクス寄附講座）及び連携研究室（連携大学院: 産総研）における大学院教育を実施した（研究

室所属学生数は 35 名、パワーエレクトロニクス関連科目履修者数は 462 名）。また、寄附講座の第 2 期

を開始した。 



 

46 
 

⑧ 筑波大学大学院数理物質科学研究科の「つくば共鳴教育プログラム（通称: 新オナーズプログラム）」を

実施した。平成 28 年度派遣学生数は 3 名で派遣先は以下の通り。 

 オーフス大学（デンマーク） 

 ハーバード大学（アメリカ） 

 グルノーブル・アルプス大学（フランス） 

⑨ NIMSオープンイノベーションセンターの熱エネルギー変換材料オープンラボにおいて、筑波大学の大学院生２

名を RA として NIMS に滞在させ、共同研究を通してのインターンシップ型の人材育成を行った。 

⑩ 情報発信・共有機能強化のため、TIA連携大学院「News Letter」刊行、TIA連携大学院ウェブサイト活

用、各イベント（第 8 回 TIA シンポジウム（10/11）、つくば市庁舎におけるポスター展示会（11/12～

12/11）、nano tech 2017（2/15～17））に人材育成プログラムポスター展示を行った。 

 

＜MG 開催状況＞ 

第 3 回 人材育成 MG 会議 

 日時: ４月 27 日（木）14:00～15:10 

 場所: 筑波大学 総合研究棟 B 204 会議室 

 出席者: 委員 11 名、事務局 4 名 

 主な議題: 「かけはし」の申請について、東大短期集中講義について、サマー・オープン・フェスティバル

2016 の開催について 

 

第 4 回 人材育成 MG 会議 

 日時: 9 月 12 日（月）11:00～12:10 

 場所: 筑波大学 総合研究棟 B 204 会議室 

 出席者: 委員 12 名、オブザーバー2 名、事務局 5 名 

 主な議題: 「かけはし」採択テーマの進め方について、サマー・オープン・フェスティバル 2016 報告について 
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５．モニタリング指標 
 
本章では第 I 期中期計画で定められたモニタリング指標のうち、数値目標を定めた項目、および数値目標を定

められていないが追跡すべき数値に関して記載する。 

 

2016 年度 単年度のみ 

 
研 究 資

金 合計 

(億円) 

内公的

資金 

(億円） 

外部研

究者数

（人） 

外国人

研究者

数

（人） 

査読論

文発表

数

（件） 

口頭発

表 数

（件） 

特許出

願 数

（件） 

共用装

置利用

件 数

（件） 

サ ン プ

ル出荷

数 

（対象

社） 

企業数

(社)   

う ち 海

外企業

数

（社） 

人 材 育

成プログ

ラ ム 学

生数 

(人） 

149.11 124.81 732 30 122 521 97 3736 223 160 4 1077 

公的資
金割合
(%) 

※1 公的資
金割合
(%) 

※2 

83.7 71.9 

 
 拠点活用プロジェクト 16 件、および TIA 拠点活用形成に係わる事業「TPEC」（無償提供分を含む）、「NIMS オー

プンイノベーションセンター（NOIC）」（公開されている外部研究者数、外国人研究者数、企業数、海外企業数）に

ついて集計した。 

 数値は一部見込み及び暫定値も含む。（取りまとめは当該年度終了前（概ね 2 月 1 日時点）） 

 「人材育成プログラム学生数」は、Nanotech CUPAL の育成コース参加者、TIA 連携大学院サマー・オープン・フェステ

ィバル（SUMMER LECTURE for Nanoscience / Nanotechnology、TIA パワーエレクトロニクス・サマースクール、

TIAナノエレクトロニクス・ナノテクノロジーサマースクール、TIA ナノグリーン・サマースクール、先端計測・分析サマースクール、

MNOIC 実習講座、高エネルギー加速器セミナー）への参加者(履修者)、パワエレ寄附講座教員担当の授業科目に

係る科目履修者数および研究室所属学生数、つくば共鳴教育プログラムの派遣学生数、NIMS オープン・イノベーション

センター共同研究を通してのインターンシップ型人材育成参加学生数を集計。 

 「ナノテクノロジーを活用した環境技術開発」の特許出願数は調査中のため集計外 

 

※1 拠点整備費含む 
※2 拠点整備費除く 
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参考 2015 年度 単年度のみ 

 
研 究 資

金 

合計 

(億円) 

内公的

資金 

(億円） 

外部研

究者数

（人） 

外国人

研究者

数

（人） 

査読論

文発表

数

（件） 

口頭発

表 数

（件） 

特許出

願 数

（件） 

共用装

置利用

件 数

（件） 

サ ン プ

ル出荷

数 

（対象

社） 

企業数

(社)   

う ち 海

外企業

数

（社） 

人 材 育

成プログ

ラム 

学生数 

(人） 

121.98 75.85 602 60 269 914 167 1888 118 145 6 888 

公的資
金割合
(%) 

62.2 
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参考 第 1 期中期計画期間中の達成結果 
 
＜中期計画で目標が定められた数値 0＞ 
 2010

年度 

2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 中期目標 

単年 単年 累積 単年 累積 単年 累積 単年 累積  

総事業規

模 

（億円）1 152.7 133.5 509.7 260.53 770.23 159.74 929.97 186.82 1116.79 

総額累積

1000 億円以

上 

公的資金

割合

（％） 

91.3 88.3  85.2  73.7  74.8  

2014Fy 

時点で 

70～80％程

度 

拠点活用

プロジェク

ト数 2 18  24  26  275  33 

30（累積） 

連携企業

数 3 59 91 98 142 150 178 220 200 267 

300（累

積） 

外部研究

者数 468 529  884  934  1028  

2014Fy に

1000 名 

TIA 連携

大学院生

数 4 15 139 154 209 363 346 709 504 1213 

500（累

積） 

 
0 数値には一部見込み及び暫定値も含む。（取りまとめは当該年度終了前（概ね 2 月時点）） 

1 累積値には 2009 年度以前の事業費 223.5 億円分を含んでいる。 

2 拠点活用プロジェクトの単年の数値は求めていない（累積のみ、2010 年度は初年度なので累積=単年）。 

3 同一コア内では同一企業の重複を許容しない。 

4 拠点活用プロジェクト「つくばナノテク拠点産学独連携人材育成プログラム」に参加した学生数、連携大学院方式による学生数、TIA パワーエレクトロニク

ス・サマースクール、TIA ナノエレクトロニクス・サマースクール、TIA ナノグリーン・サマースクール、先端計測・分析サマースクール、ナノ加工・計測序論とファンド

リー実習に参加した学生数、MNOIC 実習セミナーに参加した学生数、「NOIC」における RA 採用の学生数、共通シンポジウムに参加した学生数、高エネ

ルギー加速器セミナーOHO’14 に参加した学生数、パワエレコース履修者、ナノエレコース履修者、ナノグリーンコース履修者、パワエレ寄附講座教員担当

の授業科目に係る科目履修者数を含む。 

5 2013 年度事業報告書において拠点活用プロジェクト等を暫定値として報告を行ったが、同報告書が承認された第 24 回運営最高会議において拠点活

用プロジェクトが新たに１つ追加承認されたため、暫定値 26→正値 27 となる。 
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＜中期計画で目標を定められていないが追跡すべき数値＞ 
 

表：外国人研究者数，海外企業連携数，論発表数，特許出願数の変化（単年度） 
 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 
外国人研究者数 33 60 49 80 72 
海外企業連携数 5 5 7 9 11 
論文発表数 73 207 270 459 302 
特許出願数 19 139 228 241 261 

  
 




